
 
 
 
 
 
 
 

医療介護総合確保促進法に基づく 

県計画 

 

 

 
平成２８年１２月 

熊本県 
  



30 
 

３．計画に基づき実施する事業  

(1) 事業の内容等 

事業区分１：地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は 

設備の整備に関する事業 
 

事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備

に関する事業 

事業名 【No.1（医療分）】 
地域医療等情報ネットワーク基盤整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

353,585千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

事業の実施主体 公益社団法人熊本県医師会、公益社団法人熊本県看護協会 
事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢化の進展により、今後必要とされる医療の内容は、地域全体

で支える「地域完結型」へ移行する必要があり、そのためには医

療・介護関係施設等で情報共有を行うためのネットワーク化が必

要。 

アウトカム指標： 

117施設（H27年度末）⇒ 365施設（H28年度末） 
事業の内容 地域包括ケアシステムを推進し、患者を中心としたより質の高い

医療、介護サービスを提供するため、県内の医療機関（病院、診

療所）をはじめ、訪問看護ステーション、薬局及び介護関係施設

等における ICTを活用した地域医療等情報ネットワークの構築

を行う。 

アウトプット指標 ネットワークを構築した２次医療圏域数 

4（H27年度末） ⇒ 11（H28年度末） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

ICTを活用した地域の医療機関や介護関係施設等による迅速かつ

適切な患者情報の共有・連携により、医療・介護サービスの質の

向上に繋げる。 
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事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

353,585 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公 - 

(千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

235,723 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

117,862 

民 (千円) 

235,723 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

353,585 

うち受託事業等

（再掲） 

- 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考  
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備

に関する事業 

事業名 【No.2（医療分）】 
医科歯科連携訪問歯科診療用機器整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

15,150千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

事業の実施主体 一般社団法人熊本県歯科医師会、県内地域歯科医師会 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

病院で手術や薬物療法を受けた患者が、在宅医療にシフトする前

に、口腔内のケア等が必要である。 

アウトカム指標：回復期機能に係る 2015年度病床機能報告の報

告病床数と2025年の病床数の必要量との差の充足 

（2015年：4,671床→2025年：7,048床） 

事業の内容 がん連携拠点病院や回復期病院等における医科歯科連携を推進

するため、訪問歯科診療用器材（ポータブルユニット等）を熊本

県内の郡市歯科医師会に整備し、地域の診療所が積極的に病院等

への訪問歯科診療に参加できる体制づくりを行う。 

アウトプット指標 訪問歯科診療用機器の配備された各地域歯科医師会数 
10（平成27年度末）→15（平成28年度末） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

県内各郡市歯科医師会に訪問歯科診療用機器を整備することに

より、その機器を活用し、歯科を標ぼうしていない回復期病院や

がん診療拠点病院に対して訪問歯科診療を行うことで、周術期か

ら回復期へとスムーズに移行できるようにする。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

15,150 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

10,100 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

5,050 

民 (千円) 

10,100 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

15,150 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考  
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備

に関する事業 

事業名 【No.3（医療分）】 
回復期病床への機能転換施設整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

282,588千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

事業の実施主体 県内医療機関 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

厚生労働省令に基づく 2025年の医療機能ごとの病床数推計で回

復期機能が不足する見込みであるため、現行で同機能以外の医療

機能を担う医療機関に対して転換を促すことが必要。 

アウトカム指標：回復期機能に係る 2015年度病床機能報告の報

告病床数と 2025年の病床数の必要量との差の充足（2015年：

4,671床→2025年：7,048床） 

事業の内容 回復期機能へ他の医療機能から転換を行う医療機関の施設整備

事業に対する助成。 

アウトプット指標 74床の回復期病床への転換 
アウトカムとアウトプット

の関連 

本事業を通じて、各医療機関の回復期病床の必要性に対する理

解・認識が高まり、転換に取り組む医療機関が増えることで、回

復期病床の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

282,588 

(千円) 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公 - 

(千円) 

基金 国（Ａ） 94,196 

(千円) 

都道府県 

（Ｂ） 

47,098 

(千円) 

民 - 

(千円) 

計（Ａ＋Ｂ） 141,294 

(千円) 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） 141,294 

(千円) 

備考  
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備

に関する事業 

事業名 【No.4（医療分）】 
脳卒中等急性期拠点病院設備整備事業 
 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

483,000千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

事業の実施主体 県内医療機関 
事業の期間 平成２８年４月１日～平成３０年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

急性心筋梗塞を含む心疾患及び脳卒中を含む脳血管疾患につい

て、各地域の急性期拠点病院にはその医療機能として、ＭＲＩ撮

影等の必要な検査および処置を２４時間体制で迅速に実施する

ことが必要となっている。 

アウトカム指標：回復期機能に係る 2015年度病床機能報告の報

告病床数と 2025年の病床数の必要量との差の充足（2015年：

4,671床→2025年：7,048床） 

事業の内容 急性心筋梗塞を含む心疾患及び脳卒中を含む脳血管疾患につい

ては、各地域の急性期拠点病院における治療開始が早いほど良好

な転帰が期待できるため、病院内では検査や治療体制の迅速化に

取り組んでいるが、検査に必要なＭＲＩ等の機器が導入後十数年

経過している施設もあり、検査時間の長さや画像の脆弱さ等の課

題が生じている。 
そのような課題を解決し、医療機能の分化を促進するため、脳卒

中及び急性心筋梗塞の２疾患に係る急性期拠点病院の設備整備

に対する補助を行う。 
アウトプット指標 急性期拠点病院の機能を３箇所強化 
アウトカムとアウトプット

の関連 

急性期拠点病院の機能を強化し、地域内において急性期の治療を

実施することにより、地域内の回復期医療機関との速やかな連携

を図る。その結果として、回復期病床数の増加を目指す。 
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事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

483,000 

(千円) 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公 53,666 

 (千円) 

基金 国（Ａ） 161,000 

(千円) 

都道府県 

（Ｂ） 

80,500 

(千円) 

民 107,334 

 (千円) 

計（Ａ＋Ｂ） 241,500 

 (千円) 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

241,500 

備考  
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備

に関する事業 

事業名 【No.5（医療分）】 
がん診療施設 施設・設備整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】    

747,493千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

事業の実施主体 がん診断、治療を行う病院 
（地方公共団体、地方独立行政法人を除く） 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

人口の高齢化に伴い、がんの罹患者数、死亡者数は増加すること

が見込まれており、がん患者がそれぞれの状況に応じた適切なが

ん医療や支援を受けられるよう環境を整備していくことが求め

られている。 

アウトカム指標：回復期機能に係る 2015年度病床機能報告の報

告病床数と2025年の病床数の必要量との差の充足 

（2015年：4,671床→2025年：7,048床） 

事業の内容 がんの診断、治療を行う病院の施設及び設備の整備事業 

アウトプット指標 熊本県指定がん診療連携拠点病院に対する施設整備補助の実施

（1ヶ所）、及びがん診療施設として必要ながんの医療機器及び

臨床検査機器等の整備補助の実施（5件） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

県内のがん診療施設の施設及び設備の充実・整備を図り、拠点病

院と地域の医療機関との連携を進め、地域医療構想の目指す適正

な病床数へ移行環境を整える。 
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事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

808,684 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

4,769 

基金 国（Ａ） (千円) 

34,360 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

17,180 

民 (千円) 

29,591 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

51,540 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

757,144 

備考  
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は整備の整備

に関する事業 

事業名 【No.6（医療分）】 
回復期リハビリテーション機器整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

21,600千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

事業の実施主体 県内医療機関 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

回復期リハビリテーションを充実させることで、急性期から回復

期、在宅への移行を促進する必要があり、不足が見込まれる回復

期病床を増加させる必要がある。 

アウトカム指標：回復期機能に係る 2015年度病床機能報告の報

告病床数と2025年の病床数の必要量との差の充足 

（2015年：4,671床→2025年：7,048床） 

事業の内容 回復期リハビリテーションについては、急性期から回復期に移行

してきた患者を在宅で生活できる状態に回復させるために、より

良いリハビリテーションを提供する必要があるが、そのために 

機器整備をすることで、より先進的、より高度なリハビリを提供

できる機器購入のための補助。 

アウトプット指標 回復期リハビリテーションを担う医療機関にリハビリテーショ

ン用機器を８箇所程度整備 
アウトカムとアウトプット

の関連 

回復期機能を充足させることで、急性期からのスムーズな受入等

が期待できる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

21,600 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

4,800 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

2,400 

民 (千円) 

4,800 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

7,200 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

14,400 

備考  
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事業区分２：居宅等における医療の提供に関する事業 
 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.7（医療分）】 
循環型認知症医療体制検討事業 
 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

11,501千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

事業の実施主体 公益社団法人熊本県精神科協会 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

認知症施策推進国家戦略で提唱される「最もふさわしい場所で適

切なサービスが提供される循環型の仕組み」を本県において構築

するため、本県の状況に応じた対応策を検討することによって、

居宅等において認知症医療に取り組む医療機関の充実を図る必

要がある。 

アウトカム指標： 

認知症診療に取り組む医療機関として公表している医療機関数 

H26：269医療機関→H29:440医療機関 

※認知症サポート医、かかりつけ医認知症対応力向上研修ステップア

ップ研修、くまもとオレンジドクター・オレンジナースがいる医療機

関の合計 

事業の内容 認知症サポート医への活動助成と循環型認知症医療に係る課題

検討等を行う事業に助成を行う。 

アウトプット指標 認知症サポート医の活動助成（4ヵ所以上） 

認知症サポート医の活動を踏まえた循環型認知症医療体制の検

討の実施（2回程度）。 
アウトカムとアウトプット

の関連 

認知症医療において重要な役割を担う認知症サポート医の具体

的な活動の評価を通じ、循環型認知症医療体制について検討し、

施策に反映させることによって、認知症診療等に取り組む医療機

関の充実を図る。 
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事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

11,501 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

7,667 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

3,834 

民 (千円) 

7,667 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

11,501 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考  
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事業の区分 ２ 居宅等における医療の提要に関する事業 

事業名 【No.8（医療分）】 
訪問看護ステーション等経営強化支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

20,843千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

事業の実施主体 公益社団法人熊本県看護協会、県内教育機関、 

県内訪問看護ステーション 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後増加が見込まれる在宅療養者に対応するため、訪問看護ス

テーションの規模及び機能拡大、経営強化を図ることにより、県

内全域で安定した訪問看護サービスを提供できる体制をつくる

必要がある。 

アウトカム指標：  

訪問看護を利用する人数 
５，４５８人（平成２７年度）⇒ ６，０００人（平成２８年度） 

事業の内容 訪問看護師の人材育成、訪問看護ステーションの業務に関する相

談対応やアドバイザー派遣による経営管理、看護技術面の支援に

対する助成。 

アウトプット指標 居宅介護サービス利用者に占める訪問看護利用者の割合 
８．５％（平成２７年度） ⇒ ９．２５％（平成２８年度） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

訪問看護ステーションの提供体制を強化することにより、在宅で

訪問看護により医療を受けることができる人数が増える。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

20,843 

(千円) 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） 13,896 

(千円) 

都道府県 

（Ｂ） 

6,947 

(千円) 

民 20,843 

(千円) 

計（Ａ＋Ｂ） 20,843 

(千円) 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.9（医療分）】 
脳卒中地域連携クリティカルパス推進事業 
 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,200千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

事業の実施主体 熊本県（公益社団法人熊本県医師会） 
事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

脳卒中を発症した患者が、地域内において急性期から回復期や維

持期、在宅になっても同様に良質な切れ目のない医療や介護を受

けられるために地域連携クリティカルパスを活用した連携体制

を整備することが必要となっている。 

アウトカム指標： 

地域連携クリティカルパスに参加する医療機関数 

13機関(H27)→21機関(H32) 

事業の内容 脳卒中を発症した患者が、急性期から回復期や維持期、在宅にな

っても同様に良質な切れ目のない医療や介護を受けられるよう、

地域連携クリティカルパスを導入し、急性期から回復期や維持

期、在宅までの地域内での一貫した連携体制を構築する。 
アウトプット指標 地域連携クリティカルパスの導入圏域  

H27年度末：２圏域（熊本、阿蘇）→３圏域（天草） 
アウトカムとアウトプット

の関連 

地域連携クリティカルパスの導入圏域が増加し、地域内での連携

体制が構築されることで、地域連携クリティカルパスに参加する

医療機関数の増加が見込まれる。 
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事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

1,200 

 (千円) 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公 (千円) 

 

基金 国（Ａ） 800 

 (千円) 

都道府県 

（Ｂ） 

 (千円) 

400 

民  (千円) 

800 

計（Ａ＋Ｂ）  (千円) 

1,200 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

800 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考  
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事業の区分 ２ 居宅等における医療の提要に関する事業 

事業名 【No.10（医療分）】 
在宅医療普及啓発・機能強化事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,998千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

事業の実施主体 公益社団法人熊本県医師会 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

在宅医療提供体制を構築するため、かかりつけ医医師をはじめ

とする専門職や県民を対象とした在宅医療や医療機能分化・連携

に関する研修会等を開催し、在宅医療に関する普及啓発及び機能

強化を図る必要がある。 

アウトカム指標：  

○研修会受講後の在宅療養支援診療所数 
 221診療所（H27） → 増加 
（H28 年度に在宅療養支援診療所届出数の増減を調査し、指標
を設定予定） 

事業の内容 在宅医療に参加する医療関係者の量・質の両面における一層の

拡充を図るための研修会や講演会開催等を開催する。 
特に、在宅医療の中心的な役割を担うかかりつけ医を対象に、

「かかりつけ医」の資質向上を目的とした研修会・講演会を開催

し、地域包括システムに対応する医師の人材育成を図る。 

アウトプット指標 ・在宅医療に関する研修会・講演会の開催 
・かかりつけ医の在宅医療機能強化研修会の開催：２回 

アウトカムとアウトプット

の関連 

在宅医療に関する研修会等を開催することにより、在宅医療に

参加する医療関係者の量・質の両面における一層の拡充を図る。 
研修会を受講したかかりつけ医に対して、在宅医療への参入を

促す。 
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事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

2,998 

(千円) 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） 1,998 

(千円) 

都道府県 

（Ｂ） 

1,000 

(千円) 

民 1,998 

(千円) 

計（Ａ＋Ｂ） 2,998 

(千円) 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.11（医療分）】 
小児訪問看護ステーション機能強化事業 
 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,000千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

事業の実施主体 熊本県（ＮＰＯ法人ＮＥＸＴＥＰ） 
事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高度な医療ケアを必要とする小児患者が、在宅で生活するため

に、小児訪問看護を受ける必要があっても、小児を対象とする訪

問看護ステーションが少なくサービスを受けることができない。 

アウトカム指標：  

小児訪問看護に取組む訪問看護ステーション数  
    ：H27年度実績 27か所⇒H28年度 30か所 

事業の内容 小児を対象とした訪問看護ステーションの新規参入や継続に不

安を抱く事業者の相談窓口の運営及び技術的支援を行う小児在

宅支援コーディネーターを配置する。 
県内の訪問看護ステーション等に勤務する看護師等を対象に、高

度な医療ケアに対応できる小児訪問看護技術を向上させるため

の研修を行う。 
小児の訪問看護の活用を活用し、小児の在宅医療を推進するため

に、小児にかかわる関係者（多職種）の連携を目的とした研修会

開催する。 

アウトプット指標 相談件数の増加：H27年度実績 107件⇒H28年度目標 120件 
研修開催：4回シリーズ１を 1回、2回シリーズを１回 

アウトカムとアウトプット

の関連 

小児訪問看護についての相談窓口があることで、小児訪問看護を

取組む看護師の不安を軽減し、小児訪問看護に取組む訪問看護ス

テーション数を増加させることができ、ひいては医療ケアの必要

な子どもや家族が安心して生活できる。 

 
  



47 
 

 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

3,000 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

2,000 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,000 

民 (千円) 

2,000 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

3,000 

うち受託事業等

（再掲） 

2,000 

(千円) 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.12（医療分）】 
熊本県小児在宅医療支援センター運営事業 
 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

42,367千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

事業の実施主体 熊本大学医学部附属病院 
事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

小児医療・周産期医療の発達とともに、救命ができたものの重い

障がいを残し、高度な医療ケアを要する子どもが近年増加傾向に

ある。そのため、NICUにおける長期入院児が存在する状況が発

生し、周産期救急受け入れを困難にする原因の一つになってい

る。高度な医療ケアを必要とするこどもの家族に負担も大きい

が、小児在宅については、専門のコーディネーターもいない現況

にある。 

アウトカム指標： 

脳神経疾患、心臓疾患、呼吸器疾患等により、医療ケアの必要な

子どもの在宅療養移行数 

※平成28年度に移行数調査を実施し、翌年度以降の基礎とする。 

事業の内容 熊本大学医学部附属病院内に、県内の小児在宅医療支援の中核

となる「熊本県小児在宅医療支援センター（仮称）」を新設し、

NICUからの円滑な在宅移行の推進、地域小児中核病院（仮称）
の設置・支援及び小児在宅医療支援ネットワークの構築等を図

る。 
アウトプット指標 小児在宅医療支援センターの設置・運営  

 相談窓口の開設、ホームページ運営 
 地域小児中核病院（仮称）支援 週 1回程度 
 研修会の開催 
 コーディネーターの養成 県内 20名（平成 30年まで） 

 

アウトカムとアウトプット

の関連 

 

小児在宅医療支援センターを設置することで、コーディネーター

の配置や、地域における小児医療に関する医療機関の整備を進め

ることができ、医療ケアの必要な子どもや親が安心して生活でき

る。 
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事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

42,367 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

28,244 

基金 国（Ａ） (千円) 

28,244 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

14,123 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

42,367 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) その他（Ｃ） (千円) 

備考  

 
  



50 
 

 
事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.13（医療分）】 
在宅訪問薬局支援体制強化事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

27,570千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

事業の実施主体 公益社団法人熊本県薬剤師会 
事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

安心して在宅療養を維持・継続するために、医薬品や医療材料等

の適正使用は不可欠であり、薬剤師が居宅を訪問し、服薬状況等

の管理指導業務を行うことが求められている。 

アウトカム指標：県内における薬局に占める薬剤訪問指導を実施

している薬局の割合 

16.7％（H26年度末）⇒22％（H28年度末） 

※薬剤訪問指導を実施する薬局割合を全国平均に引き上げる 

事業の内容 在宅患者への最適かつ効率的で安心・安全な薬物療法を提供する

ため、在宅訪問薬剤師支援センターを核とした医療材料・衛生材

料等調達システムを活用し、在宅患者の求めに応じた医薬品・医

療材料等の供給を行うとともに、在宅医療を支援する指導薬剤師

の養成及び患者の病態に即した在宅訪問業務の応需可能な薬局

の医療関係者への紹介等の事業を行う。 

アウトプット指標 ・在宅医療対策員会(６回)及び地区連絡会開催（各４回）及び在

宅マニュアル作成 

・医療材料等の調達、供給・管理システムの検討会開催(３回) 

・県民向け講座（１回）及び専門職連携会議（各地区２回）開催 

・薬剤師確保・養成研修会開催（６回） 
アウトカムとアウトプット

の関連 

アウトプットの事業を実施することにより、薬剤訪問指導を実施

する薬局数が増加し、アウトカム指標である実施薬局の割合の向

上が見込まれる。 
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事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

27,570 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

9,190 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

4,595 

民 (千円) 

9,190 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

13,785 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

13,785 

備考  
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事業区分３：介護施設等の整備に関する事業 

都道府県 

事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業 

事業名 【介護 No.1】 
熊本県介護施設等整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

１１圏域のうち９圏域（熊本圏域、宇城圏域、有明圏域、鹿本圏域、菊

池圏域、上益城圏域、八代圏域、球磨圏域、天草圏域） 

事業の実施主体 熊本県（市町村へ補助 ⇒ 社会福祉法人等へ補助） 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介

護ニーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：５４８人分の高齢者の多様なニーズに対応可能な介

護・福祉サービス基盤の整備推進。  

事業の内容 （例） 

①地域密着型サービス施設等の整備に対する助成を行う。 

整備予定施設等 

 地域密着型特別養護老人ホーム          ２０３床（７カ所） 

 認知症高齢者グループホーム             １０８床（８カ所） 

 小規模多機能型居宅介護事業所    ２６７人／月分（１０カ所） 

 看護小規模多機能型居宅介護事業所   ５８人／月分（２カ所） 

 介護予防拠点                     ２８カ所 

 ②介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支援を行う。 
 ③介護サービスの改善を図るための既存施設等の改修に対して支援 
を行う。 

アウトプット指標 地域包括ケアシステムの構築に向けて、地域密着型サービス施設等の

整備等を支援することにより、地域の実情に応じた介護サービス提供体

制の整備を促進する。 
・地域密着型介護老人福祉施設 1,996床（83カ所）→2,199床（90カ所） 
  ※116床（4ヵ所）は H27補正分にて整備 
・認知症高齢者グループホーム 3,159床（244カ所）→3,258床（251カ所） 
 ※27床（2ヵ所）は H27補正分にて整備 
・小規模多機能型居宅介護事業所 

3,927人／定員（149カ所）→ 4,115人／定員（156カ所） 
・看護小規模多機能型居宅介護事業所 5カ所 → ７カ所 
・介護予防拠点：21カ所 
・介護老人福祉施設：7,407床（138カ所） → 7,467床（139カ所） 
・介護療養型医療施設等の転換整備 24床（1カ所） 
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アウトカムとアウト

プットの関連 

地域密着型サービス施設等の整備を行うことにより、高齢者の多様な

ニーズに対応可能な介護・福祉サービス基盤の整備を推進する。 

事業に要す

る費用の額 事業内容 
総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

基金 その他 
（Ｃ） 国（Ａ） 都道府県（Ｂ） 

①地域密着型サービ

ス施設等の整備 

(千円) 

 

(千円) 

442,591 

(千円) 

221,296 

(千円) 

 

②施設等の開設・設置

に必要な準備経費 

(千円) 

 

(千円) 

117,296 

(千円) 

58,648 

(千円) 

 
③介護保険施設等の整備

に必要な定期借地権設定

のための一時金 

(千円) 

 

(千円) 

 

(千円) 

 

(千円) 

 

④介護サービスの改

善を図るための既存

施設等の改修 

(千円) 

 

(千円) 

30,880 

(千円) 

15,440 

(千円) 

 

金額 
総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

 

基金充当額 

（国費）にお

ける公民の別 

公 

(千円) 

 

基
金 

国（Ａ） 
(千円) 

590,767 

都道府県（Ｂ） 
(千円) 

295,384 

民 うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

590,767 
計（Ａ＋Ｂ） 

(千円) 

886,151 

その他（Ｃ） 
(千円) 

 

備考 ※H28県当初予算額は、1,728,464千円。不足分は、H27当初分執行残及び H27

補正分にて対応。 
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事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業 

事業名 【介護 No.1-1】 
熊本県介護施設等整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

熊本圏域 

事業の実施主体 熊本県（市町村へ補助 ⇒ 社会福祉法人等へ補助） 

   （社会福祉法人への補助） 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介

護ニーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：３３５人分の高齢者の多様なニーズに対応可能な介

護・福祉サービス基盤の整備推進。  

事業の内容 （例） 

①地域密着型サービス施設等の整備に対する助成を行う。 

整備予定施設等 

 地域密着型特別養護老人ホーム           ５８床（２カ所） 

 認知症高齢者グループホーム             ７２床（５カ所） 

 小規模多機能型居宅介護事業所   ８７人／月分（３カ所） 

 看護小規模多機能型居宅介護事業所   ５８人／月分（２カ所） 

 ②介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支援を行う。 
 ③介護サービスの改善を図るための既存施設等の改修に対して支援 
を行う。 

アウトプット指標 地域包括ケアシステムの構築に向けて、地域密着型サービス施設等の

整備等を支援することにより、地域の実情に応じた介護サービス提供体

制の整備を促進する。 
・地域密着型介護老人福祉施設 402床（16カ所 → 460床（18カ所） 
・認知症高齢者グループホーム 896床（67カ所）→ 968床（72カ所） 
・小規模多機能型居宅介護事業所 
 1,453人／定員（59カ所） →1,540人／定員（62カ所） 

・介護老人福祉施設  1,844床（33カ所） → 1,904床（34カ所） 
アウトカムとアウト

プットの関連 

地域密着型サービス施設等の整備を行うことにより、高齢者の多様な

ニーズに対応可能な介護・福祉サービス基盤の整備を推進する。 

 

事業に要す

る費用の額 事業内容 
総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

基金 その他 
（Ｃ） 国（Ａ） 都道府県（Ｂ） 

①地域密着型サービ

ス施設等の整備 

(千円) 

 

(千円) 

214,666 

(千円) 

107,334 

(千円) 
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②施設等の開設・設置

に必要な準備経費 

(千円) 

 

(千円) 

92,666 

(千円) 

46,334 

(千円) 

 

③介護保険施設等の

整備に必要な定期借

地権設定のための一

時金 

(千円) 

 

(千円) 

 

(千円) 

 

(千円) 

 

④介護サービスの改

善を図るための既存

施設等の改修 

(千円) 

 

(千円) 

 

(千円) 

 

(千円) 

 

金額 
総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

 

基金充当額 

（国費）にお

ける公民の別 

公 

(千円) 

 

基
金 

国（Ａ） 
(千円) 

307,332 

都道府県（Ｂ） 
(千円) 

153,668 

民 うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

 
計（Ａ＋Ｂ） 

(千円) 

461,000 

その他（Ｃ） 
(千円) 

 

備考  
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事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業 

事業名 【介護 No.1-2】 
熊本県介護施設等整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

宇城圏域 

事業の実施主体 熊本県（市町村へ補助 ⇒ 社会福祉法人等へ補助） 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介

護ニーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：２９人分の高齢者の多様なニーズに対応可能な介護・

福祉サービス基盤の整備推進。  

事業の内容 （例） 

①地域密着型サービス施設等の整備に対する助成を行う。 

整備予定施設等 

 小規模多機能型居宅介護事業所    ２９人／月分（１カ所） 

 介護予防拠点                     ５カ所 

 ②介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支援を行う。 
 ③介護サービスの改善を図るための既存施設等の改修に対して支援 
を行う。 
 

アウトプット指標 地域包括ケアシステムの構築に向けて、地域密着型サービス施設等の

整備等を支援することにより、地域の実情に応じた介護サービス提供体

制の整備を促進する。 
・小規模多機能型居宅介護事業所 
       336人／定員（12ヵ所）→365人／定員（13カ所） 
・介護予防拠点 5カ所 
 

アウトカムとアウト

プットの関連 

地域密着型サービス施設等の整備を行うことにより、高齢者の多様な

ニーズに対応可能な介護・福祉サービス基盤の整備を推進する。 

 

事業に要す

る費用の額 事業内容 
総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

基金 その他 
（Ｃ） 国（Ａ） 都道府県（Ｂ） 

①地域密着型サービ

ス施設等の整備 

(千円) 

 

(千円) 

23,333 

(千円) 

11,667 

(千円) 

 

②施設等の開設・設置

に必要な準備経費 

(千円) 

 

(千円) 

3,600 

(千円) 

1,800 

(千円) 

 
③介護保険施設等の整備

に必要な定期借地権設定

のための一時金 

(千円) 

 

(千円) 

 

(千円) 

 

(千円) 
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④介護サービスの改

善を図るための既存

施設等の改修 

(千円) 

 

(千円) 

 

(千円) 

 

(千円) 

 

金額 
総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

 

基金充当額 

（国費）にお

ける公民の別 

公 

(千円) 

 

基
金 

国（Ａ） 
(千円) 

26,933 

都道府県（Ｂ） 
(千円) 

13,467 

民 うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

 
計（Ａ＋Ｂ） 

(千円) 

40,400 

その他（Ｃ） 
(千円) 

 

備考  
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事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業 

事業名 【介護 No.1-3】 
熊本県介護施設等整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

有明圏域 

事業の実施主体 熊本県（市町村へ補助 ⇒ 社会福祉法人等へ補助） 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介

護ニーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：２９人分の高齢者の多様なニーズに対応可能な介護・

福祉サービス基盤の整備推進。  

事業の内容 （例） 

①地域密着型サービス施設等の整備に対する助成を行う。 

整備予定施設等 

 地域密着型特別養護老人ホーム          ２９床（１カ所） 

 介護予防拠点                     ６カ所 

 ②介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支援を行う。 
 ③介護サービスの改善を図るための既存施設等の改修に対して支援 
を行う。 
 

アウトプット指標 地域包括ケアシステムの構築に向けて、地域密着型サービス施設等の

整備等を支援することにより、地域の実情に応じた介護サービス提供体

制の整備を促進する。 
・地域密着型介護老人福祉施設 106床（6カ所） → 135床（7カ所） 
・介護予防拠点５カ所 
  

アウトカムとアウト

プットの関連 

地域密着型サービス施設等の整備を行うことにより、高齢者の多様な

ニーズに対応可能な介護・福祉サービス基盤の整備を推進する。 

 

事業に要す

る費用の額 事業内容 
総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

基金 その他 
（Ｃ） 国（Ａ） 都道府県（Ｂ） 

①地域密着型サービ

ス施設等の整備 

(千円) 

 

(千円) 

102,333 

(千円) 

51,167 

(千円) 

 

②施設等の開設・設置

に必要な準備経費 

(千円) 

 

(千円) 

11,600 

(千円) 

5,800 

(千円) 

 
③介護保険施設等の整備

に必要な定期借地権設定

のための一時金 

(千円) 

 

(千円) 

 

(千円) 

 

(千円) 
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④介護サービスの改

善を図るための既存

施設等の改修 

(千円) 

 

(千円) 

 

(千円) 

 

(千円) 

 

金額 
総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

 

基金充当額 

（国費）にお

ける公民の別 

公 

(千円) 

 

基
金 

国（Ａ） 
(千円) 

113,933 

都道府県（Ｂ） 
(千円) 

56,967 

民 うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

 
計（Ａ＋Ｂ） 

(千円) 

170,900 

その他（Ｃ） 
(千円) 

 

備考  
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事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業 

事業名 【介護 No.1-4】 
熊本県介護施設等整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

鹿本圏域 

事業の実施主体 熊本県（市町村へ補助 ⇒ 社会福祉法人等へ補助） 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介

護ニーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：２５人分の高齢者の多様なニーズに対応可能な介護・

福祉サービス基盤の整備推進。  

事業の内容 （例） 

①地域密着型サービス施設等の整備に対する助成を行う。 

整備予定施設等 

 小規模多機能型居宅介護事業所    ２５人／月分（１カ所） 
 介護予防拠点                      ２カ所 

 ②介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支援を行う。 
 ③介護サービスの改善を図るための既存施設等の改修に対して支援 
を行う。 
 

アウトプット指標 地域包括ケアシステムの構築に向けて、地域密着型サービス施設等の

整備等を支援することにより、地域の実情に応じた介護サービス提供体

制の整備を促進する。 
・小規模多機能型居宅介護事業所 
       254人／定員（12ヵ所）→279人／定員（13カ所） 
・介護予防拠点 １ヵ所 

アウトカムとアウト

プットの関連 

地域密着型サービス施設等の整備を行うことにより、高齢者の多様な

ニーズに対応可能な介護・福祉サービス基盤の整備を推進する。 

事業に要す

る費用の額 事業内容 
総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

基金 その他 
（Ｃ） 国（Ａ） 都道府県（Ｂ） 

①地域密着型サービ

ス施設等の整備 

(千円) 

 

(千円) 

30,000 

(千円) 

15,000 

(千円) 

 

②施設等の開設・設置

に必要な準備経費 

(千円) 

 

(千円) 

3,600 

(千円) 

1,800 

(千円) 

 
③介護保険施設等の整備

に必要な定期借地権設定

のための一時金 

(千円) 

 

(千円) 

 

(千円) 

 

(千円) 

 

④介護サービスの改

善を図るための既存

(千円) 

 

(千円) 

 

(千円) 

 

(千円) 
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施設等の改修 

金額 
総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

 

基金充当額 

（国費）にお

ける公民の別 
 

公 

(千円) 

 

基
金 

国（Ａ） 
(千円) 

33,600 

都道府県（Ｂ） 
(千円) 

16,800 

民 うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

 
計（Ａ＋Ｂ） 

(千円) 

50,400 

その他（Ｃ） 
(千円) 

 

備考  
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事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業 

事業名 【介護 No.1-5】 
熊本県介護施設等整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

菊池圏域 

事業の実施主体 熊本県（市町村へ補助 ⇒ 社会福祉法人等へ補助） 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介

護ニーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：２９人分の高齢者の多様なニーズに対応可能な介護・

福祉サービス基盤の整備推進。  

事業の内容 （例） 

①地域密着型サービス施設等の整備に対する助成を行う。 

整備予定施設等 

 地域密着型特別養護老人ホーム          ２９床（１カ所） 

 ②介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支援を行う。 
 ③介護サービスの改善を図るための既存施設等の改修に対して支援 
を行う。 
 

アウトプット指標 地域包括ケアシステムの構築に向けて、地域密着型サービス施設等の

整備等を支援することにより、地域の実情に応じた介護サービス提供体

制の整備を促進する。 
・地域密着型介護老人福祉施設 315床（12カ所）→ 344床（13カ所） 
 ※H27補正分にて整備。 

 

アウトカムとアウト

プットの関連 

地域密着型サービス施設等の整備を行うことにより、高齢者の多様な

ニーズに対応可能な介護・福祉サービス基盤の整備を推進する。 

 

事業に要す

る費用の額 事業内容 
総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

基金 その他 
（Ｃ） 国（Ａ） 都道府県（Ｂ） 

①地域密着型サービ

ス施設等の整備 

(千円) 

 

(千円) 

 

(千円) 

 

(千円) 

 

②施設等の開設・設置

に必要な準備経費 

(千円) 

 

(千円) 

 

(千円) 

 

(千円) 

 
③介護保険施設等の整備

に必要な定期借地権設定

のための一時金 

(千円) 

 

(千円) 

 

(千円) 

 

(千円) 

 

④介護サービスの改 (千円) (千円) (千円) (千円) 
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善を図るための既存

施設等の改修 

    

金額 
総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

 

基金充当額 

（国費）にお

ける公民の別 

公 

(千円) 

 

基
金 

国（Ａ） 
(千円) 

 

都道府県（Ｂ） 
(千円) 

 

民 うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

 
計（Ａ＋Ｂ） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） 
(千円) 

 

備考 ※Ｈ２７補正分にて対応 
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事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業 

事業名 【介護 No.1-6】 
熊本県介護施設等整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

上益城圏域 

事業の実施主体 熊本県（市町村へ補助 ⇒ 社会福祉法人等へ補助） 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介

護ニーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：４２人分の高齢者の多様なニーズに対応可能な介護・

福祉サービス基盤の整備推進。  

事業の内容 （例） 

①地域密着型サービス施設等の整備に対する助成を行う。 

整備予定施設等 

 認知症高齢者グループホーム               １８床（１カ所） 

 介護療養型医療施設等の転換整備       ２４床（１カ所） 

 ②介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支援を行う。 
 ③介護サービスの改善を図るための既存施設等の改修に対して支援 
を行う。 
 

アウトプット指標 地域包括ケアシステムの構築に向けて、地域密着型サービス施設等の

整備等を支援することにより、地域の実情に応じた介護サービス提供体

制の整備を促進する。 
・認知症高齢者グループホーム 153床（14カ所）→ 171床（15カ所） 
※Ｈ２７補正分にて整備 
・介護療養型医療施設等の転換整備 24床（1ヵ所） 
 

アウトカムとアウト

プットの関連 

地域密着型サービス施設等の整備を行うことにより、高齢者の多様な

ニーズに対応可能な介護・福祉サービス基盤の整備を推進する。 

 

事業に要す

る費用の額 事業内容 
総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

基金 その他 
（Ｃ） 国（Ａ） 都道府県（Ｂ） 

①地域密着型サービ

ス施設等の整備 

(千円) 

 

(千円) 

 

(千円) 

 

(千円) 

 

②施設等の開設・設置

に必要な準備経費 

(千円) 

 

(千円) 

2,496 

(千円) 

1,248 

(千円) 

 
③介護保険施設等の整備

に必要な定期借地権設定

のための一時金 

(千円) 

 

(千円) 

 

(千円) 

 

(千円) 
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④介護サービスの改

善を図るための既存

施設等の改修 

(千円) 

 

(千円) 

 

(千円) 

 

(千円) 

 

金額 
総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

 

基金充当額 

（国費）にお

ける公民の別 

公 

(千円) 

 

基
金 

国（Ａ） 
(千円) 

33,376 

都道府県（Ｂ） 
(千円) 

16,688 

民 うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

 
計（Ａ＋Ｂ） 

(千円) 

50,064 

その他（Ｃ） 
(千円) 

 

備考 ※一部はＨ２７補正分にて対応。 
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事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業 

事業名 【介護 No.1-7】 
熊本県介護施設等整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

八代圏域 

事業の実施主体 熊本県（市町村へ補助 ⇒ 社会福祉法人等へ補助） 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介

護ニーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：６３人分の高齢者の多様なニーズに対応可能な介護・

福祉サービス基盤の整備推進。 

事業の内容 （例） 

①地域密着型サービス施設等の整備に対する助成を行う。 

整備予定施設等 

 地域密着型特別養護老人ホーム          ２９床（１カ所） 

 認知症高齢者グループホーム             ９床（１カ所） 

 小規模多機能型居宅介護事業所    ２５人／月分（１カ所） 

 ②介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支援を行う。 
 ③介護サービスの改善を図るための既存施設等の改修に対して支援 
を行う。 
 

アウトプット指標 地域包括ケアシステムの構築に向けて、地域密着型サービス施設等の

整備等を支援することにより、地域の実情に応じた介護サービス提供体

制の整備を促進する。 
・地域密着型介護老人福祉施設 107床（4カ所） → 136床（5カ所） 
※H27補正分にて整備 

・認知症高齢者グループホーム 230床（20カ所）→ 239床（21カ所） 
  ※H27補正分にて整備 
・小規模多機能型居宅介護事業所 

239人／定員（10カ所） →264人／定員（11カ所） 
 

アウトカムとアウト

プットの関連 

地域密着型サービス施設等の整備を行うことにより、高齢者の多様な

ニーズに対応可能な介護・福祉サービス基盤の整備を推進する。 

 

事業に要す

る費用の額 事業内容 
総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

基金 その他 
（Ｃ） 国（Ａ） 都道府県（Ｂ） 

①地域密着型サービ

ス施設等の整備 

(千円) 

 

(千円) 

20,000 

(千円) 

10,000 

(千円) 
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②施設等の開設・設置

に必要な準備経費 

(千円) 

 

(千円) 

3,600 

(千円) 

1,800 

(千円) 

 
③介護保険施設等の整備

に必要な定期借地権設定

のための一時金 

(千円) 

 

(千円) 

 

(千円) 

 

(千円) 

 

④介護サービスの改

善を図るための既存

施設等の改修 

(千円) 

 

(千円) 

 

(千円) 

 

(千円) 

 

金額 
総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

 

基金充当額 

（国費）にお

ける公民の別 

公 

(千円) 

 

基
金 

国（Ａ） 
(千円) 

20,000 

都道府県（Ｂ） 
(千円) 

3,600 

民 うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

 
計（Ａ＋Ｂ） 

(千円) 

20,000 

その他（Ｃ） 
(千円) 

 

備考 ※一部はＨ２７補正分にて対応 
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事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業 

事業名 【介護 No.1-8】 
熊本県介護施設等整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

球磨圏域 

事業の実施主体 熊本県（市町村へ補助 ⇒ 社会福祉法人等へ補助） 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介

護ニーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：２２人分の高齢者の多様なニーズに対応可能な介護・

福祉サービス基盤の整備推進。  

事業の内容 （例） 

①地域密着型サービス施設等の整備に対する助成を行う。 

整備予定施設等 

 小規模多機能型居宅介護事業所    ２２人／月分（１カ所） 

 介護予防拠点                     ６カ所 

 ②介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支援を行う。 
 ③介護サービスの改善を図るための既存施設等の改修に対して支援 
を行う。 
 

アウトプット指標 地域包括ケアシステムの構築に向けて、地域密着型サービス施設等の

整備等を支援することにより、地域の実情に応じた介護サービス提供体

制の整備を促進する。 
・小規模多機能型居宅介護事業所 
      288人／定員（12カ所） → 310人／定員（13カ所） 
・介護予防拠点６カ所   
 

アウトカムとアウト

プットの関連 

地域密着型サービス施設等の整備を行うことにより、高齢者の多様な

ニーズに対応可能な介護・福祉サービス基盤の整備を推進する。 

 

事業に要す

る費用の額 事業内容 
総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

基金 その他 
（Ｃ） 国（Ａ） 都道府県（Ｂ） 

①地域密着型サービ

ス施設等の整備 

(千円) 

 

(千円) 

37,333 

(千円) 

18,667 

(千円) 

 

②施設等の開設・設置

に必要な準備経費 

(千円) 

 

(千円) 

2,000 

(千円) 

1,000 

(千円) 

 
③介護保険施設等の整備

に必要な定期借地権設定

のための一時金 

(千円) 

 

(千円) 

 

(千円) 

 

(千円) 
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④介護サービスの改

善を図るための既存

施設等の改修 

(千円) 

 

(千円) 

 

(千円) 

 

(千円) 

 

金額 
総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

 

基金充当額 

（国費）にお

ける公民の別 

公 

(千円) 

 

基
金 

国（Ａ） 
(千円) 

39,333 

都道府県（Ｂ） 
(千円) 

19,667 

民 うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

 
計（Ａ＋Ｂ） 

(千円) 

59,000 

その他（Ｃ） 
(千円) 

 

備考  
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事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業 

事業名 【介護 No.1-9】 
熊本県介護施設等整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

天草圏域 

事業の実施主体 熊本県（市町村へ補助 ⇒ 社会福祉法人等へ補助） 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介

護ニーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：５８人分の高齢者の多様なニーズに対応可能な介護・

福祉サービス基盤の整備推進。  

事業の内容 （例） 

①地域密着型サービス施設等の整備に対する助成を行う。 

整備予定施設等 

 地域密着型特別養護老人ホーム           ５８床（２カ所） 

 介護予防拠点                     ６カ所 

 ②介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支援を行う。 
 ③介護サービスの改善を図るための既存施設等の改修に対して支援 
を行う。 

アウトプット指標 地域包括ケアシステムの構築に向けて、地域密着型サービス施設等の

整備等を支援することにより、地域の実情に応じた介護サービス提供体

制の整備を促進する。 
・地域密着型介護老人福祉施設 215床（10カ所）→ 273床（12カ所） 
・介護予防拠点 ６ヵ所 
 
 

アウトカムとアウト

プットの関連 

地域密着型サービス施設等の整備を行うことにより、高齢者の多様な

ニーズに対応可能な介護・福祉サービス基盤の整備を推進する。 

 

事業に要す

る費用の額 事業内容 
総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

基金 その他 
（Ｃ） 国（Ａ） 都道府県（Ｂ） 

①地域密着型サービ

ス施設等の整備 

(千円) 

 

(千円) 

12,658 

(千円) 

6,329 

(千円) 

 

②施設等の開設・設置

に必要な準備経費 

(千円) 

 

(千円) 

 

(千円) 

 

(千円) 

 
③介護保険施設等の整備

に必要な定期借地権設定

のための一時金 

(千円) 

 

(千円) 

 

(千円) 

 

(千円) 

 

④介護サービスの改 (千円) (千円) (千円) (千円) 
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善を図るための既存

施設等の改修 

    

金額 
総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

 

基金充当額 

（国費）にお

ける公民の別 

公 

(千円) 

 

基
金 

国（Ａ） 
(千円) 

12,658 

都道府県（Ｂ） 
(千円) 

6,329 

民 うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

 
計（Ａ＋Ｂ） 

(千円) 

18,987 

その他（Ｃ） 
(千円) 

 

備考 ※一部はＨ２７補正分で整備 
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事業区分４：医療従事者の確保に関する事業 
 
事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.14（医療分）】 
地域医療支援センター事業 
（医師確保・Drバンク広報事業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

4,924千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

事業の実施主体 熊本県 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

県内の人口 10万人対医師数は全国平均を上回っているものの、

２次医療圏域別でみると、熊本医療圏域、芦北医療圏域を除く 

９医療圏域において全国平均を下回っており、地域偏在が生じて

いることから、地域医療を担う医師の確保が必要。 

アウトカム指標： 

人口１０万人対医師数における熊本市以外の平均値 

        182.3（H26年）→190.0(H28年) 

事業の内容 へき地や過疎地域などの地域における医師確保のため、都市部に

暮らし本県へUIJターンを希望する現役医師や、定年を迎え地域

で暮らすことを希望する医師等を対象とした就業斡旋を目的と

した広報活動を実施する。また、本県の地域医療の現状や取組み

を紹介した資料を配布することにより、全国の医師・医学生の本

県への興味・関心を喚起させ、県内での就業・定着につなげる。 

アウトプット指標 本事業の広報及び啓発資材等により地域の医療機関に就業した

医師 １名 
アウトカムとアウトプット

の関連 

本事業により医師が不足している地域に就業することで、地域間

格差を解消し、医師数増加につなげる。 
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事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

4,924 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

3,282 

基金 国（Ａ） (千円) 

3,282 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,642 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

4,924 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.15（医療分）】 
地域医療支援センター事業 
（熊本県医師修学資金貸与事業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

85,507千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

事業の実施主体 熊本県 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

県内の人口 10万人対医師数は全国平均を上回っているものの、

熊本医療圏域、芦北医療圏域を除く９医療圏域において全国平均

を下回っており、地域偏在が生じていることから、地域医療を担

う医師の確保が必要。 

アウトカム指標： 

卒後、県内のへき地等の医療機関で勤務する医師数：年間13名 

※地域の実情に応じて効果的な配置を行う。 

事業の内容 地域医療を担う医師を養成するため、知事が指定する病院等で一

定期間勤務することで返済免除となる修学資金を、熊本大学及び

県外大学の医学部医学科の学生に貸与する。 

アウトプット指標 貸与枠（13名／年）の利用率 100％を目指す 
アウトカムとアウトプット

の関連 

医師修学資金の貸与利用率が100％となれば、将来県内で勤務す

る医師を確保することができる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

85,507 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

57,004 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

28,503 

民 (千円) 

57,004 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

85,507 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.16（医療分）】 
総合診療専門医育成支援設備整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,000千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

事業の実施主体 県内医療機関 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

新専門医制度において新たに基本領域に加えられた総合診療専

門医の育成は、喫緊の課題であり、特にへき地等では高い需要が

見込まれることから、効果的な育成方法が必要。 

アウトカム指標：新専門医制度による総合診療専門医を取得した

医師数３人（H32年） 

事業の内容 総合診療専門医を育成するため、熊本大学が協力施設と行う症例

カンファレンスを促進するためのシステムを整備する。 

アウトプット指標 症例カンファレンスのシステム整備 ３医療機関 
アウトカムとアウトプット

の関連 

協力施設にシステムを整備し、指導医と専攻医における効果的な

症例カンファレンスを実施し、へき地等に勤務する総合診療医を

育成する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

3,000 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

1,333 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,333 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

667 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

2,000 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

1,000 

備考  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.17（医療分）】 
地域医療支援センター事業（運営） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

46,798千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

事業の実施主体 熊本県（熊本大学医学部附属病院） 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

県内の人口 10万人対医師数は全国平均を上回っているものの、

熊本医療圏域、芦北医療圏域を除く９医療圏域において全国平均

を下回っており、地域偏在が生じていることから、地域医療を担

う医師の確保が必要 

アウトカム指標： 

人口１０万人対医師数における熊本市外の平均値 

182.3(H26年)→190.0（H28年） 

事業の内容 医師の地域偏在の解消を図るため、医師不足医療機関の支援、熊

本県医師修学資金貸与医師をはじめとする医師のキャリア形成

支援等を行う「熊本県地域医療支援機構」の運営を行う。 

アウトプット指標 ・「熊本県地域医療支援機構」の設置・運営 
・医師が不足する医療機関への診療支援：２病院 

・医師修学資金貸与医師のキャリア形成支援数（後期研修先の決

定、面談・相談等）：８人 
アウトカムとアウトプット

の関連 

「熊本県地域医療支援機構」を設置・運営し、医師のキャリア形

成支援と一体的に医師不足医療機関の医師確保の支援を行う。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

46,798 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

31,198 

基金 国（Ａ） (千円) 

31,198 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

15,600 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

46,798 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.18（医療分）】 
地域医療支援センター事業 
（臨床研修医確保対策事業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

10,727千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

事業の実施主体 熊本県 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

県内の人口 10万人対医師数は全国平均を上回っているものの、

熊本医療圏域、芦北医療圏域を除く９医療圏域において全国平均

を下回っており、地域偏在が生じていることから、地域医療を担

う医師の確保が必要。 

本県としても医師確保を通じて偏在解消を目指している。 

アウトカム指標：初期臨床研修医の県内就業率 

        平成25年度：84.0％ ⇒ 平成28年度：88.0％ 

事業の内容 臨床研修医の指導を行う指導医を養成して臨床研修の体制を充

実させるとともに、臨床研修病院合同説明会においてＰＲ活動を

行うなどにより、臨床研修医の確保を図る。 

アウトプット指標 臨床研修病院合同説明会 ２回参加 
臨床研修指導医研修ワークショップ １回開催 

アウトカムとアウトプット

の関連 

臨床研修指導医研修ワークショップを行うことで、初期臨床研修

医の指導医を養成する。また、臨床研修病院合同説明会に参加し、

県内外の医学生に対し熊本大学医学部附属病院や基幹型臨床研

修病院等県内医療機関の魅力をＰＲし、研修だけでなくその後も

県内で就業したいと思えるようにする。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

10,727 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

7,151 

基金 国（Ａ） (千円) 

7,151 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

3,576 

民 (千円) 

 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

10,727 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.19（医療分）】 
地域医療支援センター事業 
（女性医師支援事業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

4,934千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

事業の実施主体 熊本県（一般社団法人熊本市医師会、熊本大学医学部附属病院） 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

県内の全医師数に占める女性医師の割合は増加傾向にあり、約２

割となっている（H26医師・歯科医師・薬剤師調査）。また、全

国の医学部入学者に占める女性の割合も約３割（H27年度学校基

本調査（文部科学省））となっており、ますます女性医師の活躍

の場が大きくなっているが、育児世代での休職者が多く、就業医

師数が減少し、医師不足に拍車をかけている。 

アウトカム指標： 

県内医療機関に従事する医師数に占める女性医師の割合 

17.1%(H26) ⇒ 20%(H28)（医師・歯科医師・薬剤師調査） 

事業の内容 一般社団法人熊本市医師会、熊本大学医学部附属病院に「女性医

師支援センター事業」を委託して設置し、結婚・出産等のハード

ルを抱える女性医師への情報の集積・発信、相談の受付など、復

職・就業継続のための支援等を行う。 

アウトプット指標 女性医師キャリア支援センター運営会議 ２回開催 
研修会                １回開催 

アウトカムとアウトプット

の関連 

女性医師キャリア支援センターが、女性医師に対して情報提供、

相談受付、復職・就業継続等の支援を行うことで、未就業、休業

中の女性医師の就業につなげる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

4,934 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

1,944 

基金 国（Ａ） (千円) 

3,289 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,645 

民 (千円) 

1,345 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

4,934 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

1,345 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.20（医療分）】 
地域医療支援センター事業 
（地域医療研修連絡調整部会） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

314千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

事業の実施主体 熊本県（熊本大学医学部附属病院） 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

県内の人口 10万人対医師数は全国平均を上回っているものの、

熊本医療圏域、芦北医療圏域を除く９医療圏域において全国平均

を下回っており、地域偏在が生じている。また、地域医療につい

て総合診療科的なジェネラリストの確保が求めらている。 

アウトカム指標： 

新専門医制度による総合診療専門医を取得した医師数３人 

事業の内容 地域医療に対する理解を深め、専門的な診療能力に加え、幅広い

視野と総合的な診療能力を身に付けた医師を養成するための研

修システムの運営を行う。 

アウトプット指標 本部会において調整した地域医療研修プログラムによる 
後期研修医：１名 

アウトカムとアウトプット

の関連 

地域医療研修プログラムで研修することで、地域医療の現場を体

験することにより、地域医療の現状に対する理解や総合的な診療

能力を深め、地域で勤務する医師を養成する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

314 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

209 

基金 国（Ａ） (千円) 

209 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

105 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

314 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.21（医療分）】 
熊本県医療対策協議会の運営 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

4,694千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

事業の実施主体 熊本県 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

医療法第30条の23第1項の規定に基づき、医師の確保が困難で、

適正な医療提供に支障が生じている医療機関についての対応や

医師の効果的な確保・配置対策の推進に関することなどについ

て、診療に関する学識経験者の団体等と協議する場を設け、必要

な施策を定める必要がある。 

アウトカム指標： 

人口１０万人対医師数における熊本市以外の平均値 

        182.3（H26年）→190.0(H28年) 

事業の内容 医療法第 30条の 23第 1項の規定に基づき、医師の効果的な確

保・配置対策の推進等について協議する「熊本県医療対策協議会」

を開催する。 

アウトプット指標 医療対策協議会開催数（２回） 
アウトカムとアウトプット

の関連 

医療対策協議会で医師確保等の施策を設定することで、医師の地

域偏在を是正する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

4,694 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

3,129 

基金 国（Ａ） (千円) 

3,129 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,565 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

4,694 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.22（医療分）】 
寄附講座開設事業（専門医療実践学寄附講

座、地域医療・総合診療実践学寄附講座） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

180,000千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

事業の実施主体 熊本大学医学部附属病院 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

医師や診療科の地域偏在により、地域における中核的な医療機関

における医師不足は深刻な状況であるため、圏域で必要となる診

療科及び地域医療を担う医師の育成・確保が必要。 

アウトカム指標： 

人口１０万人対医師数における熊本市外の平均値 

182.3(H26年)→190.0（H28年） 

事業の内容 医師が不足する地域の中核的な役割を果たす医療機関の機能向

上のため、専門医派遣や診療支援を行うとともに、地域医療に関

する卒前からの継続的な教育、総合診療医の育成等を行う。 

アウトプット指標 熊本大学医学部附属病院に寄附講座を開設 
アウトカムとアウトプット

の関連 

熊本大学医学部附属病院に２つの寄附講座を開設し、医師が不足

する地域の中核的な医療機関への専門医派遣及び診療支援等を

通じて支援を行う。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

180,000 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

113,333 

基金 国（Ａ） (千円) 

113,333 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

56,667 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

170,000 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

10,000 

備考  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.23（医療分）】 
産科医確保支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

119,568千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

事業の実施主体 県内分娩取扱医療機関 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

急激に減少している産科医療機関及び産科医等の確保を図るこ

とは、喫緊の課題であり、医師・助産師等の処遇改善が必要とな

る。 

アウトカム指標：人口10万人対医師数（産婦人科・産科） 

 平成26年末：43.3人 ⇒ 平成28年末：45人 

事業の内容 産科医等に対して分娩手当等を支給する分娩取扱医療機関に補

助を行うことにより、産科医の処遇改善を図る。 

アウトプット指標 ２４分娩取扱医療機関に対する補助 
アウトカムとアウトプット

の関連 

補助により医師・助産師等の処遇改善を図り、産科医療機関及び

産科医等の確保につなげる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

119,568 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

1,289 

 基金 国（Ａ） (千円) 

26,570 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

13,286 

民 (千円) 

25,281 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

39,856 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

79,712 

備考  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.24（医療分）】 
医療従事者離職防止支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

4,928千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

阿蘇医療総合確保区域 

事業の実施主体 県内医療機関 

事業の期間 平成２８年１０月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

阿蘇区域の医療従事者数は県内の他区域と比較しても少なく、 

医療従事者確保が困難な地域であることから、同区域における医

療従事者の離職を防止する必要がある。 

アウトカム指標： 

阿蘇区域の人口10万人当たりの医療従事者数 

  医師数  ：140.7人（H26年度）→現状維持（H28年度） 

  看護職員数：1254.9人（H26年度）→現状維持（H28年度） 

事業の内容 幹線道路の不通により通勤・帰宅困難な医療従事者に対して宿泊

費用を補助する。 

アウトプット指標 宿泊費用の補助を受けた医療従事者の数 150人 
アウトカムとアウトプット

の関連 

医療機関が通勤帰宅困難な医療従事者への宿泊費等の助成をし

易くするとともに、こうした取組を通じ、阿蘇区域に通勤する医

療従事者の安全を図ることで、離職防止につながる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

4,928 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,642 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

822 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

2,464 

うち受託事業等

（再掲） 

 

 

その他（Ｃ） (千円) 

2,464 

備考  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.25（医療分）】 
医科歯科病診連携推進事業（回復期） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,426千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

事業の実施主体 熊本県（一般社団法人熊本県歯科医師会） 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

回復期における医科と歯科の連携は始まったばかりであり、共通

の認識が不足している。また、要介護状態になると新たな歯科疾

患が生じることがわかっており、歯科が確実に関わることで、歯

や口腔の問題や食べる機能の回復に貢献できることから、急性期

から在宅期への過程の中で、回復期における歯科の関与が必要で

ある。 

アウトカム指標： 

歯科を標ぼうしていない回復期病院との連携を開始させる。 
（２病院（H26.9）⇒ １１病院（H31.3）） 
本事業に基づく研修を受講し、回復期病院との連携を行う歯科医

師、歯科衛生士 
 (H26.9)             (H31.3) 

歯科医師      0人     ⇒      220人 
歯科衛生士     0人     ⇒      330人 

事業の内容 医科・歯科連携を県内全域に拡充するため、回復期医科歯科医療

連携協議会を設置し、以下の事業を実施する。 

・歯科医師や歯科衛生士のスキルアップを図るための人材育成、

連携強化に係る研修を行う。 

・回復期医療機関における医科歯科連携の必要性についての理解

を促進するため、広く県民に向けた広報・啓発を行う。 

アウトプット指標 回復期における医科歯科連携に係る研修の実施（回復期病院・歯

科医師会合同研修 2回、回復期病院における口腔リハ歯科衛生士
研修 2回、合計 4回）。新聞紙面上での回復期医科歯科連携啓発。 

アウトカムとアウトプット

の関連 

研修会を実施し、広報啓発を行うことで、ニーズを把握できる医

師や歯科医師などが増え、医科歯科連携が促進される。 
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事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

2,426 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,617 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

809 

民 (千円) 

1,617 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

2,426 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

1,617 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.26（医療分）】 
臓器移植コーディネーター人材育成基盤 

整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

5,045千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

事業の実施主体 熊本県（公益財団法人熊本県移植医療推進財団） 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

本県医療計画における課題（移植医療に係る医療機関ネットワー

クの維持、院内の移植医療の環境づくりなど）に取り組むに当た

り、１名の県臓器移植コーディネーターだけでは、現在のコーデ

ィネート業務の水準の維持が困難であるため、専門的知識を持

ち、臓器移植コーディネーターとなり得る人材を育成、確保する

ことが必要。 

アウトカム指標：現任者に加え、専門的知識を持ち、県臓器移植

コーディネーターとなり得る者１名を養成する。 

事業の内容 現任の臓器移植コーディネーターが退職しても、現在の臓器移植

コーディネートの水準を維持しつつ、円滑に引き継がれるよう、

日本臓器移植コーディネーター協議会等による研修への参加な

どを通じて、人材の育成を図る。 

アウトプット指標 県臓器移植コーディネーターの業務同行による研修（通年） 
移植関係研修会、学会等への参加（年６回） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

上記事業の実施（アウトプット指標の達成）により、県内におけ

る臓器移植コーディネート業務の維持ができる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

5,045 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

3,363 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,682 

民 (千円) 

3,363 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

5,045 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

3,363 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.27（医療分）】 
がん相談機能向上事業 
 

【総事業費 

（計画期間の総額）】   

24,988千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

事業の実施主体 熊本県 
（都道府県がん診療連携拠点病院（熊本大学医学部附属病院）） 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

がん患者等の増加、相談の多様化が見込まれる中、がん患者・家

族の療養生活の質の維持向上につなげることのできる質の高い

がん相談・連携を担う従事者の育成が必要である。 

アウトカム指標： 

がん相談・連携を担う医療従事者数(※) 

  44人（H27年度）→51人（H30年度） 

※国立がん研究センター基礎研修(3)と同程度の研修（当事業 で

実施する研修会2回以上の修了者を含む）を修了した者 

事業の内容 熊本大学医学部附属病院に委託し、がん相談員等への研修及び連

携・支援、がんピアサポーター養成等を行う。また、拠点病院に

おける熊本県版がん地域連携パス（私のカルテ）の導入に係る医

療従事者の育成・導入支援を行う。 

アウトプット指標 がん専門相談員研修会の実施（2回）、ピアサポート養成セミナ

ーの実施（2回）、がん地域連携クリティカルパスの導入に係る

医療従事者の育成・導入支援の実施（19病院） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

がん専門相談員研修会、ピアサポーター養成セミナー、がん地域

連携パスの導入に係る人材育成等を行うことで、がん相談・連携

を担う医療従事者の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

24,988 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

16,658 

 基金 国（Ａ） (千円) 

16,658 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

8,330 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

24,988 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.28（医療分）】 
がん緩和ケア提供体制整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】    

23,000千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

事業の実施主体 都道府県がん診療連携拠点病院（熊本大学医学部附属病院） 
事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

がん患者等の増加が見込まれ、緩和ケアの推進が図られる中、本

県では緩和ケアの提供体制の充実をけん引する緩和ケア専門医

及び緩和ケアに特化した臨床心理士が不在であるため、その確保

が必要である。 

アウトカム指標：緩和ケア専門医の数（H27年度1人→H30年度

3人）、緩和ケアに特化した臨床心理士の数（H27年度1人→H30

年度2人） 

事業の内容 熊本大学医学部附属病院の緩和ケアセンターに教育研究部門を

設置し、①緩和ケアのスペシャリスト（専門医）を養成、②緩和

ケアの普及啓発、③緩和ケア提供体制の整備を行う。 

アウトプット指標 緩和ケア専門医の養成（2名）、臨床心理士の養成（1名）、緩和

ケア市民公開講座の実施（1回）、緩和ケアドクターホットライ

ンの実施 

アウトカムとアウトプット

の関連 

緩和ケア専門医、緩和ケアに特化した臨床心理士を養成すること

で、県内の緩和ケア医療提供体制の充実を図る。また、緩和ケア

市民公開講座の実施を通じて県内の緩和ケアの認知度を高め、が

ん患者等が必要なときに、緩和ケア病棟・在宅緩和ケア・拠点病

院等で緩和ケアが受けられるようにする。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

23,000 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

15,333 

 基金 国（Ａ） (千円) 

15,333 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

7,667 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

23,000 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.29（医療分）】 
回復期リハビリテーション機能強化事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

500千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

事業の実施主体 熊本県（理学療法士会、作業療法士会、言語聴覚士会の三者    
（三士会合同協議会（仮称）） 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

急性期から回復期、維持期と一連のリハビリテーションの提供

により、安定した在宅復帰が可能となるが、医療従事者によって、

実施するリハビリテーションの内容に差があることが課題であ

り、医療従事者に対する研修を行うことで提供するサービスの質

を向上させる必要がある。 

アウトカム指標： 

・回復期リハビリテーション入院患者の在宅復帰率の向上、及び

回復期を担う医療従事者の増加 

（H27年度の在宅復帰率とH28年度の在宅復帰率を比較） 

・回復期を担う医療従事者数の増加(平成28年度実態調査を 

実施し、以後目標を設定する) 

事業の内容 回復期のリハビリテーションを担う医療従事者（理学療法士、作

業療法士、言語聴覚士等）のスキルアップのための研修を行う。 

アウトプット指標 研修会を２回開催 
アウトカムとアウトプット

の関連 

回復期を担う医療従事者の増加及び在宅復帰率の向上により在

宅復帰できる患者が増加する 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

500 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

333 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

167 

民 (千円) 

333 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

500 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

333 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.30（医療分）】 
災害医療研修強化事業 
 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

800千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

事業の実施主体 公益社団法人熊本県医師会、一般社団法人熊本県歯科医師会、 

公益社団法人熊本県看護協会、公益社団法人熊本県柔道整復師会 
事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

災害時には、地域レベルで、被災地の情報収集や関係機関への情

報提供、現地の医療救護体制の調整等が生じるため、災害医療に

対応できる医療従事者を育成する必要がある。 

アウトカム指標： 

災害医療に関する知識のある医療従事者数 

188人（H27）→308人（H28） 

行政と医療関係者が連携した地域レベルでの研修・訓練への参加

により災害医療に関する知識のある医療従事者を増やす 

事業の内容 県と災害医療救護に関する協定を締結した団体が、災害時におけ

る実働可能な体制を整備するため、各団体への研修等開始を行

い、災害医療を担う人材養成の実施 

アウトプット指標 地域レベルでの研修・訓練の実施（年1回） 
アウトカムとアウトプット

の関連 

行政と医療関係者が連携した地域レベルでの研修・訓練を実施す

ることで、災害医療に関する知識のある医療従事者を増やし、災

害時に地域レベルで実働可能な体制を構築する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

800 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

533 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

267 

民 (千円) 

533 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

800 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考  

 
  



91 
 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.31（医療分）】 
「熊本モデル」認知症疾患医療機能強化事業 
 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

  25,000千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

事業の実施主体 熊本大学医学部附属病院 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後の認知症高齢者等の増加に対応できる医療体制を整備する

ため、認知症医療に高い専門性を有する医師が必要 

アウトカム指標： 

基幹型及び地域拠点型各認知症疾患医療センター（11か所）に

認知症専門医を各 1名以上（非常勤を含む）配置かつ総数で 10

名以上配置。 

事業の内容 認知症専門医の養成コースの設置・運営に対する助成 

アウトプット指標 認知症専門医の養成コースを設置し、平成２８～２９年度の間に

日本老年精神医学会または日本認知症学会の認定医、あるいはこ

れらに準ずる水準の認知症専門医を 5名養成する。平成 28年度
においては、目標養成数を確保するための受講生の確保。 

アウトカムとアウトプット

の関連 

認知症専門医を養成することで、県内の認知症疾患医療センター

に認知症専門医の派遣や配置が可能となる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

25,000 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

16,666 

基金 国（Ａ） (千円) 

16,666 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

8,334 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

25,000 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考  
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事業の区分 ４．医療従事者 

事業名 【No.32（医療分）】 
移植医療を担当する専門職の確保等事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

6,000千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

事業の実施主体 熊本大学医学部附属病院 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

本県医療計画における課題（移植医療に係る医療機関ネットワー

クの維持、院内の移植医療の環境づくりなど）に取り組むに当た

り、拒絶反応の有無を判定する検査（HLA検査）に従事する医療

従事者は県内に1名しかおらず、県内で移植医療の基盤を維持す

るためには、HLA検査を行う医療従事者（臨床検査技師）の確保 

・養成が必要。 

アウトカム指標： 

HLA検査を行うことができる医療従事者数：1名(H27)→2名(H30) 

事業の内容 現任者によるＯＪＴにより、HLA検査を行う医療従事者（臨床検

査技師）を確保・養成する。 

アウトプット指標 現任者によるOJT(通年) 

アウトカムとアウトプット

の関連 

上記事業の実施により、HLA検査体制の維持に必要な医療従事者

を確保する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

6,000 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

4,000 

基金 国（Ａ） (千円) 

4,000 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

2,000 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

6,000 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.33（医療分）】 
糖尿病医療の均てん化・ネットワーク支援 

事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】    

13,067千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

事業の実施主体 熊本大学医学部附属病院 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後、超高齢者社会の到来に伴い、糖尿病患者の増加が見込まれ

る中、糖尿病の合併症である人工透析や脳卒中、失明等を予防す

るためには、重症化になる前の経度の糖尿病患者の療養指導や病

診連携が必要。 

アウトカム指標： 

熊本糖尿病療養指導士の数（→H31年度2,000人） 

糖尿病連携医の数（H27年度166人→H31年度251人） 

糖尿病専門医の数（H27年度96人→H31年度106人） 

ＤＭ熊友パスの運用数（H28～H31年度4,000冊） 

事業の内容 熊本大学医学部付属病院に配置するコーディネーター（特任助

教）を中心に、①熊本糖尿病療養指導士の養成②地域中核病院に

おける糖尿病専門医・日本糖尿病療養指導士の育成③地域中核病

院からかかりつけ医療機関への訪問等による助言指導④糖尿病

予防啓発等を実施する。 

アウトプット指標 熊本糖尿病療養指導士の養成（講習・実習10圏域）、糖尿病専門

医・療養指導士資格の育成、連携医スキルアップ研修会への協力、

各圏域の「糖尿病フォーラム」「ネットワーク研究会」の開催（10

回） 
アウトカムとアウトプット

の関連 

人材の育成・質の向上、連携ツールであるＤＭ熊友パスの活用周

知を図るフォーラムや研究会を開催し、二次医療圏毎の保健医療

体制を支える熊本糖尿病療養指導士、糖尿病連携医、糖尿病専門

医の数を増やし、ＤＭ熊友パスの活用促進を図る。 
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事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

13,067 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

8,711 

基金 国（Ａ） (千円) 

8,711 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

4,356 

民 (千円) 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

13,067 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) その他（Ｃ） (千円) 

備考  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.34（医療分）】 
神経難病診療体制構築事業 
 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

26,000千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

事業の実施主体 熊本大学医学部附属病院 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

神経難病に関する専門知識や技能を持った医療従事者が不足し

ている地域が多く、神経難病患者に対して十分な医療が提供でき

ていないため、診療体制の構築及び医療従事者の養成が必要。 

アウトカム指標： 

熊本県認定神経難病医療従事者の育成 

（→15人程度（H28年度末）） 

事業の内容 ①医療従事者に対し、神経難病に関する系統的な教育及び診療支

援を行う。②神経難病受入病院間のネットワークを構築し情報の

共有を図る。③患者等を対象とした講演会等を実施する。 

アウトプット指標 ①神経難病専門医療従事者研修会の実施（６回）、②神経難病リ

ハビリコースの実施（６回）③神経難病患者データベースの構築、

④神経難病講演会等の実施（２回程度） 
アウトカムとアウトプット

の関連 

医師、看護師等の医療従事者に対し、神経難病に関する系統的な

教育及び診療支援を行うとともに、神経難病受入病院間のネット

ワークを構築し情報の共有を図ることで、神経難病患者に質の高

い医療を提供する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

26,000 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

17,333 

基金 国（Ａ） (千円) 

17,333 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

8,667 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

26,000 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.35（医療分）】 
もう一度臨床へ支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

4,400千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

事業の実施主体 熊本県（熊本大学医学部附属病院） 

事業の期間 平成２８年８月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

医療現場では女性医師の活躍が期待されているが、女性医師の離

職率は３０代で３０％と高く、かつ復職率も低いことが課題であ

り、出産・子育て・介護等のライフステージに対応した環境の整

備が求められている。また、休職中の医師が復職を希望する際に、

技術的なブランクのため、復職に踏み切れないこともある。その

ため、復職を支援するためのシステム構築が必要とされている。 

アウトカム指標： 

県内医療機関に従事する医師数に占める女性医師の割合 

17.1%(H26) ⇒ 20%(H28) 

（医師・歯科医師・薬剤師調査）  

事業の内容 復職を希望する医師を支援するため、コーディネーターを配置

し、復職支援に関する相談体制の充実、ネットワーク構築を行う。

また、復職支援の一環として、個別の復職支援プログラムを作成

し、復職に必要な医学的知識について再教育を行ったうえで、診

療所や病院の代診医として一定期間勤務し、臨床経験を積むこと

で復職につなげるシステムを構築する。 

アウトプット指標 本制度を通じて復職した医師数 ３名 
アウトカムとアウトプット

の関連 

本制度を活用し、現在休職中の医師や復職が困難である医師が就

業することにより、県内の従事医師数を増加させる。また、この

制度が広まることにより、他県からも医師を呼び込むことができ

れば、県内の医師数増加が見込める。 
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事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

4,400 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

2,933 

基金 国（Ａ） (千円) 

2,933 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,467 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

4,400 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.36（医療分）】 
潜在看護職員等再就業支援研修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

9,990千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

事業の実施主体 熊本県（公益社団法人熊本県看護協会） 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

 医療の高度化・専門化及び高齢化の進展により、医療や介護現

場での看護職員の需要が増大しており、看護職員確保の一つの方

策として結婚や子育て等で離職していた潜在的な看護職員の再

就業を促進する必要がある。 

アウトカム指標：看護職員の県内再就業者数 
      ３３７人（H27年度）⇒５３０人（H29年度） 

事業の内容 潜在看護職員の確保及び離職防止のため行う再就業支援研修を

実施する。 

アウトプット指標 潜在看護職員再就業支援研修受講者数 ２５０人（延数） 
アウトカムとアウトプット

の関連 

 潜在看護職員が研修受講により再就業への不安を解消し、就業

に繋がることによって、看護職員の確保を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

9,990 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

6,660 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

3,330 

民 (千円) 

6,660 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

9,990 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

6,660 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.37（医療分）】 
在宅看護に係る認定看護師等養成支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

29,660千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

事業の実施主体 県内医療機関 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

医療の高度化に伴い、専門性の高い看護職員が求められているこ

とに加え、団塊の世代が後期高齢者（75歳以上）に達する 2025

年に備え、在宅看護に係る認定看護師及び認定看護管理者の需要

が高まっている。 

アウトカム指標： 

①認定看護師数 

２３８人（H27.10）⇒３１７人（H29年度） 

②認定看護管理者数 

３８人（H27.10）⇒ ２６人（H29年度） 

 

事業の内容 在宅看護に係る認定看護師または認定看護管理者を目指す看護

職員がいる医療機関に対し、資格取得に必要な費用の一部を助成

するとともに、資格取得期間における代替職員の人件費を助成す

る。 

アウトプット指標 資格取得に係る研修受講者 ３０人 
アウトカムとアウトプット

の関連 

資格取得に係る費用や代替職員の人件費を助成することにより、

在宅看護に係る認定看護師及び認定看護管理者の資格取得者が

増える。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

29,660 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

87 

基金 国（Ａ） (千円) 

9,887 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

4,943 

民 (千円) 

9,800 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

14,830 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

14,830 

備考  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.38（医療分）】 
圏域における看護職員継続教育推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

556千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

事業の実施主体 熊本県 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 
背景にある医療・介護ニー

ズ 

 地域医療構想実現のため、各地域で病院から在宅までの切れ目

のない医療提供体制を整備する必要があり、これを支える質の高

い看護実践能力を持った看護職員の確保を図る。 

アウトカム指標： 看護職員離職率 

１０．０４％（H26年度）→ ７．９０％（H29年度） 

事業の内容  看護職員継続教育推進検討会議を開催し、看護職員の継続教育

の推進に関する検討を行うとともに、県内１０圏域（熊本保健医

療圏域以外）において各圏域の課題を踏まえた研修を計画したも

ののうち、地域における医療提供体制の確保につながる研修につ

いて、県保健所と共催で実施し、支援を行う。 

アウトプット指標 ・看護職員継続教育推進検討会議の開催 年１回 
・県内１０圏域における継続研修の実施。 

アウトカムとアウトプット

の関連 

 圏域において看護職員の継続研修の機会が確保されることに

より、圏域の看護職員の看護実践力向上し、やりがいを持って就

労を継続できるようになり、ひいては、離職者を減少させる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

556 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

370 

基金 国（Ａ） (千円) 

370 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

186 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

556 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.39（医療分）】 
看護師養成所等運営費補助事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,360,623千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

事業の実施主体 県内看護師等養成所 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

医療の高度化・専門化及び高齢化の進展により、看護職員の需要

が増大しており、安定した看護職員の養成・確保を行い県内定着

を図る 

アウトカム指標：県内の看護師等学校養成所卒業者の県内就業率 
     ５７．１％（H26年度）⇒ ５８．０％（H29年度） 

事業の内容 県内の看護師等養成所運営補助。 
アウトプット指標 補助養成所 １５課程 
アウトカムとアウトプット

の関連 

県内の看護師等養成所運営に要する経費を助成することにより、

教育内容を充実させて、質の高い看護職員の養成を図る。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,360,623 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

12,227 

基金 国（Ａ） (千円) 

141,720 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

70,861 

民 (千円) 

129,493 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

212,581 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

1,148,042 

備考  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.40（医療分）】 
看護学生県内定着促進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,244千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

事業の実施主体 県内看護師等学校養成所 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後の医療機関の機能分化・連携強化の推進にあたり、看護職員

の確保が重要であり、県内看護学生が県内に就業し定着すること

で、確保体制が強化される。 

アウトカム指標：県内の看護師等学校養成所卒業者の県内就業率 
      ５７．１％（H26年度）⇒５８．０％（H29年度） 

事業の内容 看護学生の県内定着促進のため学校養成所が取り組む事業に対

し、助成する。 

アウトプット指標 補助学校養成所数 ２０ヶ所 
アウトカムとアウトプット

の関連 

県内定着事業に取り組む学校養成所が増えることで、県内就業者

の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

3,244 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

927 

基金 国（Ａ） (千円) 

2,162 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,082 

民 (千円) 

1,235 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

3,244 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.41（医療分）】 
魅力ある職場づくり支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,404千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

事業の実施主体 熊本県（公益社団法人熊本県看護協会） 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

医療の高度化・専門化及び高齢化の進展により、看護職員を始め

とした医療従事者の需要が増大する中、医療機関において働きや

すい職場づくりを推進することにより、就業及び定着を促進する

必要がある。 

アウトカム指標：  

看護職員の離職率 
      １０．０４％（H26年度）⇒７．９％（H29年度） 

      ※医療従事者の中でも特に就業割合の高い看護職

員に関して指標を設定した。 

事業の内容 看護職員を始めとした医療従事者のワークライフバランス推進

に取り組む医療機関に対し、現状把握から取組みの実施、効果測

定に至るまでを支援する。 

アウトプット指標 医療機関支援数 ７施設 
アウトカムとアウトプット

の関連 

働きやすい職場づくりに取り組む医療機関を支援することによ

り、医療従事者の中でも特に就業割合の高い看護職員の離職率の

改善が期待される。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

3,404 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

152 

基金 国（Ａ） (千円) 

2,269 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,135 

民 (千円) 

2,117 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

3,404 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

2,117 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考  

 
  



104 
 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.42（医療分）】 
看護師等修学資金貸与事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

58,236千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

事業の実施主体 熊本県 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後の医療機関の機能分化・連携強化の推進にあたり、看護職員

の確保が重要であり、看護学生の県外流出を防ぐ必要がある。 

アウトカム指標：県内の看護師等学校養成所卒業者の県内就業率 
     ５７．１％（H26年度）⇒ ５８．０％（H29年度） 

事業の内容 大学、高等学校、養成所の在学者に修学資金を貸与し、修学を容

易にするとともに、返還免除規定を設けることにより、県内就業

促進を図る。 

アウトプット指標 養成所就学者への修学資金貸与 １５５名 
アウトカムとアウトプット

の関連 

より多くの就学者に修学資金を貸与することで、県内就業者数の

増加を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

58,236 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

36,565 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

18,283 

民 (千円) 

36,565 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

54,848 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

3,388 

備考  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.43（医療分）】 
病院内保育所運営事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

104,163千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

事業の実施主体 県内医療機関 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

医療の高度化・専門化及び高齢化の進展により、看護職員の需要

が増大しており、看護職員の確保・定着が必要 

アウトカム指標：  

看護職員の離職率 
      １０．０４％（H26年度）⇒７．９％（H29年度） 

      ※医療従事者の中でも特に就業割合の高い看護職

員に関して指標を設定した。 

事業の内容 県内の医療機関が設置する病院内保育所の運営に必要な人件費

に対し、補助を行う。 

アウトプット指標 病院内保育所運営補助 ２８か所 
アウトカムとアウトプット

の関連 

子育てのために離職する職員も多く、また再就業する職員の希望

も子育て支援があげられている。このため、病院内保育所を設置

することにより離職防止及び再就業促進を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

104,163 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

11,594 

基金 国（Ａ） (千円) 

46,295 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

23,147 

民 (千円) 

34,701 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

69,442 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

34,721 

備考  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.44（医療分）】 
医療従事者宿舎施設整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

64,794千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

事業の実施主体 県内医療機関 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

医療の高度化・専門化及び高齢化の進展により、看護職員の需要

が増大しており、看護職員の確保・定着が必要 

アウトカム指標：  

看護職員の離職率 
      １０．０４％（H26年度）⇒７．９％（H29年度） 

      ※医療従事者の中でも特に就業割合の高い看護職

員に関して指標を設定した。 

事業の内容 医療従事者の確保及び定着を促進するための宿舎施設整備費に

対する医療機関に対し、助成する。 

アウトプット指標 補助医療機関 １ヶ所 
アウトカムとアウトプット

の関連 

医療従事者、特に看護職員確保のために、地域によっては宿舎確

保も課題となっている。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

64,794 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

14,399 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

7,199 

民 (千円) 

14,399 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

21,598 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

43,196 

備考  

 
  



107 
 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.45（医療分）】 
医療従事者勤務環境改善施設・設備整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

35,049千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

事業の実施主体 県内医療機関 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

医療の高度化・専門化及び高齢化の進展により、看護職員の需要

が増大しており、看護職員の確保・定着が必要 

アウトカム指標：  

看護職員の離職率 
      １０．０４％（H26年度）⇒７．９％（H29年度） 

      ※医療従事者の中でも特に就業割合の高い看護職

員に関して指標を設定した。 

事業の内容 医療従事者が働きやすい合理的な病棟づくりのため行う施設整

備費及び医療従事者の業務省力化につながる設備・システムや機

器等の導入に係る設備整備に対する助成。 

アウトプット指標 補助医療機関 ６ヶ所 
アウトカムとアウトプット

の関連 

働きやすい職場づくりに取り組む医療機関を支援することによ

り、医療従事者の中でも特に就業割合の高い看護職員の離職率の

改善が期待される。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

35,049 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

7,789 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

3,894 

民 (千円) 

7,789 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

11,683 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

23,366 

備考  

 
  



108 
 

 
事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.46（医療分）】 
小児救急医療拠点病院運営事業 
 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

50,000千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

事業の実施主体 一般社団法人熊本市医師会（熊本地域医療センター）、一般社団

法人天草郡市医師会（天草地域医療センター） 
事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

入院を必要とする重症の小児患者を，24時間 365日体制で受け

入れるための医療従事者を確保する必要がある。 

アウトカム指標：  

以下の体制の維持 

熊本地域医療センター 小児科医 ５名 

 天草地域医療センター 小児科医 ２名 

事業の内容 小児救急医療の充実に必要な小児科医師を確保するため、小児救

急医療拠点病院に運営費を補助。 
アウトプット指標 小児救急医療拠点病院運営費補助 ２か所 
アウトカムとアウトプット

の関連 

小児救急拠点病院の運営費の補助を行う事で、必要な小児救急医

療に対応できる小児科医を確保できる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

50,000 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

33,333 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

16,667 

民 (千円) 

33,333 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

50,000 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考  
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事業区分５：介護従事者の確保に関する事業 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）基本整備 

（中項目）基盤整備 

（小項目）介護人材確保対策連携強化事業（協議会設置等） 

事業名 【介護 No.2】 
介護人材確保対策推進事業（熊本県介

護人材確保対策推進協議会の開催） 

【総事業費（計画期間の総額）】 

200千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

事業の実施主体 熊本県 

事業の期間 平成２８年４月～平成２９年３月 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者人口の増加に伴い不足することが推計される介護人材の

確保・定着を図る必要がある。 

アウトカム指標： 介護従事者等の確保・定着、処遇改善等に資

する取組み等の推進（協議会構成メンバー中心の取組み） 

事業の内容 行政、事業者団体、養成機関団体等の関係機関による「熊本県介

護人材確保対策推進協議会」を設置し、情報共有や取組み等につ

いての意見交換等を行う。 

アウトプット指標 熊本県介護人材確保対策推進協議会の開催 年２回程度 
アウトカムとアウトプット

の関連 

人材確保に係る課題や取組みについての情報共有、連携可能な取

組み等について意見交換等を行い、効果的な施策実施につなげ

る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

200 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

133 

基金 国（Ａ） (千円) 

133 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

67 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

200 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の理

解促進事業 

事業名 【介護 No.3】 
介護人材確保啓発事業 

【総事業費（計画期間の総額）】 

7,251千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

事業の実施主体 熊本県（民間事業者、及び介護の日実行委員会に委託） 

事業の期間 平成２８年４月～平成２９年３月 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

介護について理解と認識を深め、介護従事者、介護サービス利用

者及び介護を行っている家族を支援する。 

アウトカム指標：本県における介護従事者の増加 

事業の内容 広く県民に対して、介護職の魅力や専門性等をＰＲするための広

報啓発事業を実施し、介護職への理解促進を図るもの。 

・ＰＲパンフレットの作成・配付（県内の中高生、関係団体等へ

の配付） 

・ＰＲ広告掲載（新聞、情報誌等） 

・介護の日関連イベントへの助成 

アウトプット指標 ・ＰＲパンフレットの作成・配付 24,000部 

・ＰＲ広告掲載 新聞広告5段×3回 

・イベント開催における介護職のイメージアップ 
アウトカムとアウトプット

の関連 

ＰＲパンフレットの作成・配付やＰＲ広告、イベント開催（高校

生の福祉体験発表、有識者による介護職の取組みの発表・セミナ

ー等）を通して、介護職の魅力、やりがいを理解してもらい、介

護従事者の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

7,251 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

4,834 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

2,417 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

7,251 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

4,834 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」、 

（小項目）地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の理

解促進事業 

事業名 【介護 No.04】 
福祉人材緊急確保事業 
（福祉人材参入促進事業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

4,327千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

事業の実施主体 熊本県（県社会福祉協議会に委託） 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 
背景にある医療・介護ニー

ズ 

将来的な介護人材となる若者の参入促進 

アウトカム指標：座談会に参加した学生のうち、社会福祉施設に

就職した者の割合：70％ 

事業の内容 ・介護等を学ぶ学生の希望や疑問に応え、確かな就労に繋げるた

め、学生と施設職員等との座談会を県内で開催 

・福祉系高校の選択や福祉職へのイメージアップを促進するた

め、いきいきと働く施設職員による出前講座を実施 

アウトプット指標 ・座談会参加学生数：120人 
・出前講座受入学校数：15校 

アウトカムとアウトプット

の関連 

座談会への参加学生を増やし、福祉施設への就職に対する疑問や

不安等を解消することにより、福祉施設への就職を促す。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

4,327 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

2,884 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,443 

民 (千円) 

2,884 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

4,327 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

2,884 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」、 

（小項目）若者・女性・高齢者など多様な世代を対象とした介護

の職場体験事業 

事業名 【介護 No.05】 
福祉人材緊急確保事業 
（福祉人材参入促進事業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

8,839千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

事業の実施主体 熊本県（県社会福祉協議会に委託） 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 
背景にある医療・介護ニー

ズ 

将来的な介護人材となる若者の参入促進及び多様な人材の確保 

アウトカム指標：一般求職者の体験者のうち、社会福祉施設の就

労につながった割合：40％ 

事業の内容 ・嘱託職員を配置し、小中高生、養成校生、大学生、一般求職者

を対象とした職場体験を行う 

アウトプット指標 職場体験受け入れのべ日数：750日 
アウトカムとアウトプット

の関連 

学生や一般求職者を広く受け入れることにより、福祉の仕事を体

験してもらうことで、福祉職の魅力やイメージの向上を図り、福

祉施設への就労を促進する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

8,839 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

5,892 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

2,947 

民 (千円) 

8,839 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

8,839 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

8,839 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）地域のマッチング機能強化 

（小項目）多様な人材層（若者・女性・高齢者）に応じたマッチ

ング機能強化事業 

事業名 【介護 No.06】 
福祉人材緊急確保事業 
（福祉人材マッチング機能強化事業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

16,471千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

事業の実施主体 熊本県（県社会福祉協議会に委託） 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 
背景にある医療・介護ニー

ズ 

就労希望者や潜在的有資格者の就労促進 

アウトカム指標：面接会参加者のうち社会福祉施設に就職した者

の割合：20％ 

事業の内容 ・キャリア支援専門員を配置し、県内のハローワーク、施設・事

業所での巡回相談及び求人開拓を実施 

・各地域での面接会の開催 

・施設への職員処遇等に関するアドバイザー派遣 

アウトプット指標 ・キャリア支援専門員の巡回相談数：600回 
・面接会参加求職者数：120人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

各地域で開催する面接会の参加者を募り、より人材確保が困難な

地域の人材確保を促進する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

16,471 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

10,980 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

5,491 

民 (千円) 

16,471 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

16,471 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

16,471 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支

援事業 

事業名 【介護 No.07】 
訪問介護等従事者研修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,336千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

事業の実施主体 熊本県（民間事業者に委託） 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者の多様化するニーズに対応した介護を提供するために

必要な知識の修得及び技術の向上を図る。 

テーマ別技術向上研修修了者の養成 ２１０人 

事業の内容 現任の介護職員に対して、実務上の問題等をテーマにした研修

を実施する。 

アウトプット指標 現任の介護職員に対しテーマ別技術向上研修を開催 ７回 
アウトカムとアウトプット

の関連 

テーマ別技術向上研修を開催することで、現任の介護職員のス

キルアップを図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,336 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

890 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

446 

民 (千円) 

890 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

   1,336 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

890 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支

援事業 

事業名 【介護 No.08】 
介護職員等によるたんの吸引等のための研

修事業（高齢） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

7,651千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

事業の実施主体 熊本県(民間事業者に委託) 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

医療的ケアに従事する介護職員の育成を図り、高齢者福祉サー

ビスの充実を図る。 

アウトカム指標：登録特定行為事業者の登録 ４０事業所 

事業の内容 たんの吸引等の医療的ケアを行う介護職員を養成するための

喀痰吸引等研修を開催する。 

アウトプット指標 認定特定行為従事者の養成 200人 
アウトカムとアウトプット

の関連 

認定特定行為従業者を養成し登録特定行為事業者を増やすこ

とで、高齢者福祉サービスの充実を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

7,651 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

4,836 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

2,419 

民 (千円) 

4,836 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

7,255 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

4,836 

その他（Ｃ） (千円) 

396 

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援、 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援

事業 

事業名 【介護 No.09】 
介護職員等のためのたんの吸引等研修事業（障

がい） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,966千円 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

県内全域 

事業の実施主体 熊本県（民間事業者に委託） 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

たんの吸引等が必要な利用者の在宅療養を可能にするために、介護

職員等が喀痰吸引等の日常の医療的ケアを実施できる人材の育成

が必要。 

アウトカム指標：認定特定行為従事者認定証発行数の維持：182人

以上（前年度実績以上） 

事業の内容 たんの吸引等の医療的ケアを行う介護職員を養成するための喀痰

吸引等研修を開催する。 

アウトプット指標 たんの吸引等研修（第三号）基礎研修の受講者数の維持：171人以
上 

アウトカムとアウトプッ

トの関連 

新たに研修の受講者を養成し、実際に現場でたんの吸引等業務に実

施する介護サービス従事者数の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

3,003 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

165 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,977 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

989 

民 (千円) 

1,812 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

2,966 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

1,812 

 

その他（Ｃ） (千円) 

37 

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支

援事業 

事業名 【介護 No.12】 
ケアプラン点検支援体制構築事業 

【総事業費（計画期間の総額）】 

1,635千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

事業の実施主体 熊本県 

事業の期間 平成２８年４月～平成２９年３月 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

介護支援専門員が作成するケアプランが必ずしも利用者の自立

支援に沿った内容でないものもあるという指摘がある。ひいては

介護給付費増加にもつながる。 

アウトカム指標：ケアプラン点検をとおして不要な介護を除き、 

介護給付費を抑制する。 

事業の内容 ・圏域単位で、保険者及び主任介護支援専門員を対象に、講義形

式及び演習形式の研修を実施する。 

・保険者が行うケアプラン点検の際に、県介護支援専門員協会か 

ら指導者が同行し、専門的助言を行う。 

アウトプット指標 ケアプラン点検5％実施市町村数（４５市町村） 
アウトカムとアウトプット

の関連 

保険者のケアプラン点検の強化を図り、点検を行う市町村数の増

加を図る 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,635 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

1,090 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,090 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

545 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

1,635 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修事

業 

事業名 【介護 No.11】 
ケアマネジメント活動推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,951千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

事業の実施主体 熊本県 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域包括ケアシステムを構築するためには、多様なサービス主体

が連携して、要介護者等を支援できるよう、適切にケアマネジメ

ントを行うことが必要。 

アウトカム指標：新たに研修講師となる介護支援専門員を１０人

以上養成する。 

事業の内容 研修の不断の見直しのための研修向上委員会の開催、介護支援専

門員の指導にあたる研修講師の質の向上及び指導ポイントの共

有を図るための講師養成研修を実施する。 

アウトプット指標 研修向上委員会の開催回数：４回 
講師養成研修の開催回数：３回 

アウトカムとアウトプット

の関連 

研修の不断の見直しや介護支援専門員を指導する立場にある講

師の質の向上を図ることにより、介護支援専門員の質を向上さ

せ、自立（律）支援に資する適切なケアマネジメントを実践でき

る介護支援専門員の増を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,951 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

1,951 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,300 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

651 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

1,951 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）研修代替要員の確保支援 

（小項目）各種研修に係る代替要員の確保対策事業 

事業名 【介護 No.12】 
長寿を支える地域の介護職員等研修支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

26,820千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

事業の実施主体 熊本県（介護サービス事業所等へ補助） 

事業の期間 平成２８年７月～平成２９年３月 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

熊本県内の介護施設・事業所等における介護サービスの質の向上

を推進するとともに、介護人材の育成を図る。 

アウトカム指標：１事業者あたりの研修受講者延べ人数10％増 

事業の内容 介護サービス事業者等が介護職員のスキルアップを図るために

研修等に派遣する際、必要となる代替職員の人件費を助成する。 

アウトプット指標 代替職員の雇用：30人／年 
アウトカムとアウトプット

の関連 

代替職員の雇用により介護職員等の研修受講環境が改善するこ

とで、研修受講者数の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

26,820 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

17,880 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

8,940 

民 (千円) 

17,880 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

26,820 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の理

解促進事業 

事業名 【介護 No.13】 
介護職員定着支援事業 

【総事業費（計画期間の総額）】 

7,640千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

事業の実施主体 熊本県（団体に補助） 

事業の期間 平成２８年４月～平成２９年３月 
背景にある医療・介護ニー

ズ 

介護人材の確保・定着のため、現任職員に対しても、資質向上や

職場への定着及びキャリアアップ推進を図る必要がある。 

アウトカム指標：新任研修や専門研修など、職員の経験年数や職

階・役割に応じた研修や、施設の種類や業種を跨いだ横断的な研

修の実施 

事業の内容 現場職員への研修等を実施する団体への助成 

 

アウトプット指標 補助額 1,250千円×６団体 
 

アウトカムとアウトプット

の関連 

各実施団体が、年間を通して複数回、県内ブロックごとに研修を

実施することで、現任職員の資質向上や職場への定着、キャリア

アップ促進を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

7,640 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

5,093 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

2,547 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

7,640 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

5,093 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）認知症ケアに携わる人材の養成のための研修事業 

事業名 【介護 No.14】 
認知症介護研修等事業 
 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

5,753千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

事業の実施主体 熊本県（社会福祉法人への委託）及び熊本市（市へ補助 →社会

福祉法人へ委託） 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

認知症介護を担う介護職員には、高い認知症対応力が求められる

ため、認知症の知識や介護技術等を習得する研修を実施すること

で、認知症に関する専門職を養成する。 

アウトカム指標：  

・認知症介護指導者養成研修 受講者累計 

 H27 33人   → H29 39人（熊本市分を含む） 

・認知症介護実践者研修 受講者累計 

 H27 4,927人 → H29 5,500人（熊本市分を含む） 

事業の内容 ・認知症の知識や介護技術等を習得する研修を実施。 

・認知症介護の指導者となる人材の養成 

アウトプット指標 ・認知症対応型サービス事業開設者研修：1回 

・認知症対応型サービス事業管理者研修：2回 

・小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修：2回 

・実践者フォローアップ研修：1回 

・認知症介護指導者フォローアップ研修：2名派遣（うち熊本市

分1名） 
アウトカムとアウトプット

の関連 

認知症介護指導者に、他の認知症介護研修の講師を依頼するた

め、認知症介護指導者の人数を増やすことが、県の認知症介護研

修の充実につながる。 

また、認知症介護実践者研修の受講は、管理者研修等の受講要件

となっているため、実践者研修の拡大が、管理者研修等の拡大に

つながる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

5,753 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

2,991 
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都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,496 

公民の別 民 (千円) 

2,991 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

4,487 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

2,991 

その他（Ｃ） (千円) 

1,266 

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）認知症ケアに携わる人材の養成のための研修事業 

事業名 【介護 No.15】 
認知症総合支援研修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

 2,977千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

事業の実施主体 熊本県（一部を国立長寿医療研究センターへ委託） 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

国の定める地域支援事業実施要綱において、市町村が実施する認

知症総合支援事業の認知症初期集中支援チーム員向けの研修と

認知症地域支援推進員の資質向上のための研修を実施する必要。 

アウトカム指標： 

・認知症初期集中支援チームを設置している市町村数（平成 27

年度末：12→平成29年度末：45） 

・認知症地域支援推進員（平成27年度末:39→平成29年度末：

45） 

事業の内容 ・各市町村が設置する認知症初期集中支援チームのチーム員に対

し、国が定める研修を国立長寿医療研究センターに委託して実

施。 

・各市町村が配置する認知症地域支援推進の養成、資質向上のた

めの研修を実施。 

アウトプット指標 ・認知症初期集中支援チーム員に対し研修を実施（年 6回程度） 
・認知症地域支援推進員に対する基礎編、フォローアップ編の研

修の実施（各 1回程度） 
アウトカムとアウトプット

の関連 

研修の実施によって、市町村の認知症初期集中支援チーム及び認

知症地域支援推進員の円滑な設置を支援する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

2,977 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

1,984 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,984 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

993 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

2,977 

うち受託事業等

（再掲） 
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その他（Ｃ） (千円) 

 

(千円) 

 

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）認知症ケアに携わる人材の養成のための研修事業 

事業名 【介護 No.16】 
認知症診療・相談体制強化事業（病院勤務の

医療従事者向け認知症対応力向上研修） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,488千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

事業の実施主体 熊本県（熊本市から一部負担金を徴収し共同実施） 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

身体疾患を合併する認知症の方への対応力向上や認知症疾患医

療センターを始めとした専門医療機関と一般病院との連携強化

を一層促進するため、一般病院勤務の医師、看護師等の医療従事

者に対し、研修を行う。 

アウトカム指標：研修終了者数（県独自のオレンジドクター・オ

レンジナースを含む）の累計 H27：4,029人 → H29：6,000

人（当初設定の最終目標H29：3,200人） 

事業の内容 病院勤務の医師や看護師等の医療従事者に対する認知症対応力

向上研修の実施 

アウトプット指標 ・県独自プログラムによる研修講師役等となるリーダークラスの

医師(オレンジドクター)及び看護師（オレンジナース）の養成研

修：１回 

・過年度修了者のフォローアップ研修：1回 

・病院勤務の医療従事者向け認知症対応力向上研修（集合研修）

の実施：１回 
アウトカムとアウトプット

の関連 

研修を担当できるオレンジナースを病院ごとに養成し、それぞれ

の病院で自ら研修を行ってもらうことで、認知症に対する理解の

高い病院、及びそこに勤務する医療従事者を増やすことに繋げ

る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

3,488 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,814 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

908 

民 (千円) 

1,814 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

2,722 

うち受託事業等

（再掲） 
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その他（Ｃ） 

 

(千円) 

766 

(千円) 

1,814 

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）認知症ケアに携わる人材の養成のための研修事業 

事業名 【介護 No.17】 
認知症診療・相談体制強化事業 

（かかりつけ医認知症対応力向上研修） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

  1,599千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

事業の実施主体 熊本県（県医師会へ委託）及び熊本市（市へ補助⇒県医師会へ委

託） 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者が日頃より受診する診療所等の主治医（かかりつけ医）に

対し、適切な認知症診療の知識・技術や認知症の人本人とその家

族を支える知識と方法を習得させる必要。 

アウトカム指標：かかりつけ医認知症対応力向上研修（基礎編）

受講者累計（平成27年度末：907人→平成29年度末：1,100人） 

事業の内容 かかりつけ医に対する適切な認知症の診断の知識・技術等の習得

を目的とした研修の実施。 

アウトプット指標 ・かかりつけ医認知症対応力向上研修（基礎編）の実施（1回程
度） 
・かかりつけ医認知症対応力向上研修（ステップアップ編）の実

施（1回程度） 
アウトカムとアウトプット

の関連 

かかりつけ医向けの認知症対応力向上研修を実施することによ

って、認知症診療等に必要な知識、技能等を持つかかりつけ医を

増加させる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,599 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

732 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

367 

民 (千円) 

732 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

1,099 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

732 

その他（Ｃ） (千円) 

500 

備考  

  



128 
 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）認知症ケアに携わる人材の養成のための研修事業 

事業名 【介護 No.18】 
認知症診療・相談体制強化事業（歯科医師向

け認知症対応力向上研修） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

682千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

事業の実施主体 熊本県（一般社団法人熊本県歯科医師会へ委託）及び熊本市（市

へ補助 一般社団法人熊本県歯科医師会へ委託） 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

歯科医師等による口腔機能の管理を通じて、認知症の疑いのある

人に早期に気づき、かかりつけ医等と連携して認知症の人の状況

に応じた口腔機能の管理等を行うため、研修を行う必要がある。 

アウトカム指標：研修修了者H29 300名 
事業の内容 在宅訪問診療が増加していることなどを受け、歯科医師等に対す

る認知症の基礎知識・対応方法等に関する研修を実施 

アウトプット指標 歯科医師等を対象とした認知症対応力の向上のため、研修会を実

施：２回（県内２ヶ所で１回ずつ開催） 
アウトカムとアウトプット

の関連 

本研修事業の実施により、歯科医師等の認知症対応力が向上し、

かかりつけ医や認知症専門医療機関との連携が促進されるもの

と考えられる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

682 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

454 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

228 

民 (千円) 

454 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

682 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

454 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）認知症ケアに携わる人材の養成のための研修事業 

事業名 【介護 No.19】 
認知症診療・相談体制強化事業（薬剤師向け

認知症対応力向上研修） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

754千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

事業の実施主体 熊本県（公益社団法人熊本県薬剤師会へ委託）及び熊本市（市へ

補助 公益社団法人熊本県薬剤師会へ委託） 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

認知症の方の中には薬の処方が必要な人も多く、そこに携わる薬

剤師についても、認知症に対する理解を深め、その対応力を向上

させておく必要があるため、研修を行うことを要する。 

アウトカム指標：研修修了者H28 200名 
事業の内容 認知症に対する基礎的な理解を深め、薬剤師として認知症患者と

どのように接していくか等について履修する。 

アウトプット指標 薬剤師を対象とした認知症対応力の向上のため、研修会を実施 

：１回 

アウトカムとアウトプット

の関連 

本研修事業の実施により、薬剤師の認知症対応力が向上し、薬の

処方時の工夫や、かかりつけ医等との連携が促進されることが期

待できる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

754 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

502 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

252 

民 (千円) 

502 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

754 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

502 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）認知症ケアに携わる人材の養成のための研修事業 

事業名 【介護 No.20】 
「熊本モデル」認知症疾患医療機能強化事業 
 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

  10,000千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

事業の実施主体 国立大学法人 熊本大学 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後の認知症高齢者等の増加に対応できる医療・介護体制を整備

するため、認知症医療等に高い専門性を有する看護師、精神保健

福祉士、臨床心理士、作業療法士等の専門スタッフの養成が必要

である。 

アウトカム指標： 県が実施する研修等の上位研修に当たる研修

を実施する（年間180人程度） 

事業の内容 ・認知症医療に習熟した看護師等の専門スタッフを養成するた

め、院内で実地研修、カンファレンス等を実施。 

・県内の専門職向けに、県が実施する研修の上位研修に当たる研

修や、熊本地震への対応等、新たな課題に対応した研修の実施。 

・他の機関が実施する研修等に対する助言等の協力。 

・認知症初期集中支援チーム員及び同チームを支援する各認知症

疾患医療センターの専門スタッフに対する指導、助言等。 

アウトプット指標 専門職向けの研修の実施（3回程度。うち、熊本地震に関係す
る内容を 1回程度）。 
 認知症初期集中支援チーム員に対するフォローアップのため

の研修の実施（1回程度）。 
アウトカムとアウトプット

の関連 

 専門職向けに認知症医療等の専門的な研修を実施することに

よって、県内の認知症医療等に携わる看護師等の専門的な知識、

技能等を高める。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

10,000 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

6,666 

基金 国（Ａ） (千円) 

6,666 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

3,334 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) うち受託事業等
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10,000 （再掲） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）地域包括ケアシステム構築に資する人材育成・資質向

上事業 

事業名 【介護 No.21】 
地域密着型サービス地域支援推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,961千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

事業の実施主体 熊本県（熊本県地域密着型サービス連絡会への委託） 

事業の期間 平成２８年８月～平成２９年３月 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

平成２７年度からの制度改正により、訪問介護・通所介護が地域

支援事業に移行されたことにより、住民のニーズに合わせたサー

ビスの多様化が図られるため、既存の地域密着型事業所における

サービスの質の向上が求められる。 

アウトカム指標：地域密着型サービス事業所の介護職員の人材育

成を行うことにより、地域密着型サービス事業所を核とした生活

支援や介護等におけるケアマネジメント力が高まる。 

事業の内容 地域密着型サービスの地域支援における新たな役割等について、

地域密着型サービス事業所職員等に対して研修を実施するとと

もに、新規事業所等に対する相談窓口を設置する。 

アウトプット指標 ・地域密着型サービス事業者等向けのセミナー等：年２回程度 
・開設予定者への随時のアドバイス  

アウトカムとアウトプット

の関連 

セミナー等を開催し、地域密着型サービス事業所が地域との連携

を進め、高齢者の在宅生活を支える主体（受け皿）となることの

必要性について周知することにより、介護人材の育成や資質向上

に繋がる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,961 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,307 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

654 

民 (千円) 

1,307 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

1,961 

うち受託事業等

（再掲） 
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その他（Ｃ） (千円) 

0 

(千円) 

1,307 

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）地域包括ケアシステム構築に資する人材育成・資質向

上事業 

事業名 【介護 No.22】 
介護予防・生活支援サービス構築支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,219千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

事業の実施主体 熊本県（熊本県社会福祉協議会へ委託） 

事業の期間 平成２８年４月～平成２９年３月 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

平成29年4月1日までに各市町村は、訪問介護、通所介護を

予防給付から地域支援事業に移行し、介護予防・日常生活支援そ

ごう事業を実施しなければならないが、サービス内容の不足や

様々なサービスを提供できる体制が整っていない等の課題を抱

えている。地域におけるサービスの開発、ニーズとサービスのマ

ッチングなどを行い、地域の実情に合ったサービスを提供できる

体制づくりを進めるため、生活支援コーディネーターを配置する

必要がある。 

アウトカム指標： 

県内の生活支援コーディネーター養成数：40名程度 

事業の内容 ・生活支援コーディネーター養成研修、連絡会及び実地支援の実

施 

アウトプット指標 生活支援コーディネーター養成研修 年1回程度開催 

連絡会及び実地支援 年 2回程度開催 
アウトカムとアウトプット

の関連 

生活支援コーディネーター養成研修等を実施することにより、県

内全市町村に、生活支援コーディネーターを配置を進めるととも

に、コーディネートの支援を行う。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

3,219 

(千円) 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） 1,959 

(千円) 

都道府県 

（Ｂ） 

980 

(千円) 

民  

(千円) 

計（Ａ＋Ｂ） 2,939 

(千円) 

うち受託事業等

（再掲） 
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その他（Ｃ） (千円) 

280 

1,959 

(千円) 

 

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）地域包括ケアシステム構築に資する人材育成・資質向

上事業 

事業名 【介護 No.23】 
地域ケア会議アドバイザー派遣事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,170千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

事業の実施主体 熊本県 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域包括ケアシステム構築の重要なツールである地域ケア会議

の開催・充実を図ることが必要。 

アウトカム指標：地域ケア会議の５つの機能全てを発揮する地域

包括支援センター（市町村主催も含む）を５０％以上にする。 

事業の内容 地域ケア会議アドバイザーを派遣し、実地支援を行う。 

アウトプット指標 アドバイザー派遣回数：３回×５市町村 
アウトカムとアウトプット

の関連 

アドバイザーからの支援・助言を受け、各市町村がより充実した

地域ケア会議を開催することにより、地域ケア会議の機能をより

一層発揮する市町村及び地域包括支援センターの増を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,170 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

780 

基金 国（Ａ） (千円) 

780 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

390 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

1,170 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）権利擁護人材育成事業 

事業名 【No.24（介護分）】 
権利擁護人材育成事業 
 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

26,259千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

事業の実施主体 熊本県（一部委託）及び県内市町村 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

認知症高齢者や障がい者等の権利擁護のために成年後見制度の

活用が必要になることを踏まえ、制度の普及、啓発を行うととも

に市町村における成年後見制度利用促進体制構築及び市民後見

人養成等の権利擁護人材育成の促進を図る。 

アウトカム指標：  

市民後見人の育成・活用に向けた取組みを実施している市町村数 

H29：45市町村 

事業の内容 市町村における成年後見制度利用促進体制構築のための研修の

実施及び市民後見人養成等の権利擁護人材育成に対する助成 

アウトプット指標 ・成年後見制度利用促進研修の実施 H28：3回 

・市民後見人養成研修（専門編）の実施 H28:1回 
アウトカムとアウトプット

の関連 

成年後見制度の利用促進のための事業を実施することで、県内の

市町村における市民後見人の養成・育成に向けた取組みを加速さ

せる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

26,259 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

11,887 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

5,944 

民 (千円) 

11,887 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

17,831 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

11,887 

その他（Ｃ） (千円) 

8,428 

備考 その他8,428千円のうち8,074千円については平成27年度分の

執行残を充当（国5,383千円、県2,691千円） 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）介護予防の推進に資するOT、PT、ST指導者育成事業 

事業名 【No.25（介護分）】 
地域リハビリテーション指導者育成事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,933千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

事業の実施主体 熊本県（熊本地域リハビリテーション支援協議会へ委託） 

事業の期間 平成２８年４月～平成２９年３月 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者が住み慣れた生活の場で自分らしい生活を続けるため

に、介護予防事業や地域サロン等に地域リハビリテーション専門

職が関与することで、更なる自立支援を促す取り組みの強化が求

められている。そのため、医療機関等で勤務しているリハビリテ

ーション専門職を対象に、地域で活動できる指導者を養成し、介

護予防事業や地域サロン等に出向いて技術的支援ができる人材

の確保と派遣調整を行う。 

アウトカム指標： 

県内の地域リハビリテーション指導者養成数：50名程度 

事業の内容 （１）地域リハビリテーション指導者育成研修会の開催 

（２）地域リハビリテーション指導者育成養成プログラムの作成 

アウトプット指標 ・指導者養成研修 年1回程度開催 

・指導者育成養成プログラムの作成 
アウトカムとアウトプット

の関連 

地域リハビリテーション指導者養成研修等を実施することで、

介護予防事業等に出向いて技術的支援ができる人材を育成し、介

護予防事業等におけるリハビリテーション専門職の関与を促す。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

2,933 

(千円) 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

    

基金 国（Ａ） 1,955 

(千円) 

都道府県 

（Ｂ） 

978 

(千円) 

民 (千円) 

1,955 

計（Ａ＋Ｂ） 2,933 

(千円) 

うち受託事業等

（再掲） 

 (千円) 

1,955 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）勤務環境改善支援 

（小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業 

事業名 【No.26（介護分）】 
介護職員定着支援事業（リーダー事業

者育成セミナー事業） 

【総事業費（計画期間の総額）】 

1,640千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

事業の実施主体 熊本県（団体に補助） 

事業の期間 平成２８年４月～平成２９年３月 
背景にある医療・介護ニー

ズ 

職員の離職防止・定着を促進するため、経営層である事業者や施

設の管理者等の意識改革、積極的な取組みを促す必要がある。 

アウトカム指標：介護職員の離職防止・定着（離職率の低下等） 

事業の内容 経営層を対象としたセミナー等を実施する団体への助成 

アウトプット指標 補助額 250千円×６団体 
アウトカムとアウトプット

の関連 

経営層を対象に、人材確保や勤務条件の改善を促すためのセミナ

ーを開催する施設団体等の事業へ補助を行い、業界全体の底上げ

を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,640 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,093 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

547 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

1,640 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

1,093 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）勤務環境改善支援 

（小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業 

事業名 【No.27（介護分）】 
有料老人ホーム運営研修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

462千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

事業の実施主体 熊本県  ※熊本市とも役割分担のうえ実施 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる良質な住まいの確保

を図る。 

アウトカム指標：全施設の研修受講 

事業の内容  有料老人ホーム及びサービス付き高齢者住宅の経営者・施設長

等を対象として、従業者の労務管理などの施設運営上の留意点に

ついて、社会保険労務士などの有識者や事業者を招いた講義等に

よる研修を行う。 

アウトプット指標 研修受講施設数：３８０（施設数(483)の約８割） 
アウトカムとアウトプット

の関連 

 施設長等に対して定期的な研修を実施することにより、有料老

人ホーム事業の意義や重要性を再認識し、高齢者が安心して生活

できる住まいの確保を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

462 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

 

   308 基金 国（Ａ） (千円) 

308 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

154 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

462 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考  

 

  


